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はじめに 
 
本書は東京都認知症対策推進会議の専門部会である「仕組み部会」の成果の一つとして公

表するものです。 

仕組み部会は、平成１９年８月８日から平成２２年３月５日までの１１回の会議を中心に、

委員、オブザーバー、幹事、及び事務局の部会メンバーの間で数多くの議論を重ね、認知症

の人と家族を支える地域づくりに向けて東京都が展開した「認知症地域資源ネットワークモ

デル事業」や「認知症支援拠点モデル事業」などの施策の検証作業を行ってきました。 

そうした仕組み部会の作業の過程でメンバーは多くの気づきを得ることができましたし、

新たな学びの必要を痛感しました。そして何よりも、気づきや学びを実際の取り組みにつな

げる行動の開始が大切であるという思いを共有するに至りました。 

本書の表題を「報告書」としなかったのは、部会の議論や検証の結果を、都民の皆様、区

市町村の行政を担当される皆様、介護サービス事業に従事される皆様等に一方的にお伝えす

るだけでなく、認知症の人と家族が安心して暮らせる地域づくりに向けて多くの人が手を携

えて一歩ずつでも歩みを開始することを呼びかけたかったからです。 

また、本書の表題を「指針」や「マニュアル」としなかったのは、仮に先行する事例に模

範とすべき優れた点があったとしても、成功事例の背景には熱意と経験あるリーダー人材の

存在やそうしたリーダー人材に呼応して行動に移せる地域コミュニティの力、そして東京都

や区市町村による財政的支援といった諸条件の相乗効果があったことも否定できません。認

知症の人と家族を支える社会資源（地域資源）の在り方は地域によって異なります。あらゆ

る地域に適用可能な唯一最善の方策が見つかっているわけではありません。必要なのは、他

の地域の取り組みに学びながら、自分たちも取組を始めてみることではないでしょうか。そ

して、多職種での振り返りを行い、他地域と経験交流をしながら、自分たちの取組に更に工

夫を加え、改善していく。そのように認知症の人と家族が安心して暮らせる地域づくりのた

めに、主体的に学び、行動するコミュニティとコミュニティの連帯の輪が広がっていくこと

が求められていると考えました。 

表題に「手引書」と入れたのは、あらかじめ道筋を示して、向こうに進めと指令するよう

な意味合いは避けたかったからです。誰もが未体験の超高齢社会で試行錯誤を続けなければ

ならない中で、少しでも先に行われた取組の要点を分かりやすく紹介して、これからの取組

の参考にしていただくというニュアンスを出したかったからです。「手引書」という表現で

もまだ上からの指導的視点が払拭できていないかもしれませんが、その点御理解いただき、

本書を大いに御活用くださいますよう、よろしくお願いいたします。 

平成２２年 3 月 

東京都認知症対策推進会議 仕組み部会  

部会長 林   大 樹
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本書における用語の定義 

以下の用語は、本書においては「定義」に示す意味で使用します。 

用語 定義 
認知症の人 認知症（疑いを含む。）の本人。年齢は問わない。 

認知症の人と家族 認知症（疑いを含む。）の本人と、その家族 

家族 認知症（疑いを含む。）の人の家族。本人は含めない。 

徘徊等による行方不明 家族・介護者等が、認知症の人の行方が分からなくなってい

る状態 

地域 認知症の人の生活圏域程度の区域 

それ以外の意味で使用する場合はその範囲を明示する。 

（例）「東京の地域特性」 など 

地域資源 行政か民間か、個人か組織かを問わず、認知症の人と家族の

支援に資する社会資源で、地域の中に存在するもの 

区市町村 都内の基礎自治体の本庁を指す。 

医療機関 病院及び診療所を指す。 

介護サービス事業者 介護保険サービスを提供する事業者のうち、介護保険法第１

１５条の３２に示される事業者 

認知症生活支援モデル事業 「認知症の人と家族が地域で安心して暮らせるまち」を目指

し、平成１９年度から２年間にわたり実施した「認知症地域

資源モデル事業」、「認知症支援拠点モデル事業」の総称 

認知症地域資源ネットワーク

モデル事業 

「認知症生活支援モデル事業」のうちの１事業で、練馬区と

多摩市をモデル地区として選定して実施した事業 

認知症支援拠点モデル事業 「認知症生活支援モデル事業」のうちの１事業で､５つの介護

サービス事業者をモデル事業者として選定して実施した事業

認知症地域支援ネットワーク

事業 

「認知症生活支援モデル事業」の成果をもとに、平成２１年

度から開始した事業で、区市町村が実施主体となり、認知症

の人と家族を地域で支えるネットワークを形成する事業 

ネットワーク会議 地域の実態把握、目標の設定・共有や、地域資源マップの作

成、徘徊ＳＯＳネットワークの構築等の個別事業の企画・実

施・進行管理などを行う会議。認知症地域資源ネットワーク

モデル事業では「コーディネート委員会」と呼称 

地域コーディネーター 介護サービス事業者が地域の拠点となって、認知症の人と家

族を支える活動を行う際に、地域との関係づくりの中心を担

う存在として事業所内に配置される職員 
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１ 都内の認知症高齢者数 

都内の高齢者人口は、平成 27 年まで急速に増加し、高齢化率は、平成 27 年に 24.2％、

平成 47 年には 30.7％に達することが見込まれています。（図１）認知症の人は、高齢者人

口の約１割を占めると推計されていることから、今後高齢者の増加に伴い、認知症高齢者も

増加すると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 在宅で暮らす認知症の人と 

家族の状態像 

都は、平成 21 年に在宅高齢者を対象と 

した調査（※１）を実施し、認知症の疑い 

のある高齢者 250 人（※２）とその家族 

の状態像の分析を行いました。 

（１） 本人の属性 

性別は、男性が 35.6%、女性が 64.4％、 

年齢は 75 歳～84 歳の層が一番多く、平均 

年齢は 78.8 歳でした。（図 2） 

 

資料：総務省「国勢調査」 
   国立社会保障・人口問題研究所 

「都道府県の将来推計人口」 
（平成19年5月推計） 
 
※平成27年以降は、「都道府県の将来推計 
人口」を基にした推計値 
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390
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450

平成7年 17年 27年 37年 47年

（万人）

24.2％

30.7％

＜図１ 都内の高齢者人口の推計＞ 

※１）東京都福祉保健局高齢社会対策部「東京都在宅高齢者実態調査（専門調査）」（平成 21 年 3月） 
   認知症の疑いのある高齢者 250 人及びその家族 111 人について分析。 
※２）MMSE（Mini-Mental State Examination）の結果により分類 

＜図 2 認知症の疑いのある在宅高齢者の年齢構成＞

第 1 章 都内の認知症高齢者の現状 

○ 今後、高齢者人口の急速な増加に伴い地域で暮らす認知症の人も増加する見込み。
○ 子供と同居している人が多いが、一人暮らしも４人に１人。 
○ 日常の過ごし方は、家でのんびり過ごしたり、友人・仲間と会うことを楽しみと

している。 
○ 約９割が今の地域に住み続けることを希望しているが、家族の地域包括支援セン

ターなど相談窓口についての認知度は低く、生活を支える仕組みは十分に活用され
ていない。 

６５～７４歳
29.6%

７５～８４歳
46.0%

８５歳以上
24.4%

[n=250] 
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（２） 同居者 

同居者の状況は、「子どもと同居」が約 

半数を占める一方、「一緒に住んでいる家 

族はいない」も約 25%を占めています。 

（図 3） 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 日常の過ごし方 

本人の外出頻度をみると、「ときどき外出する」という人が約 4 割と最も多く、次いで「ほ

とんど外出しない」という人が約２割となっています。（図 4） 

また、現在、楽しみややりがいを感じていることでは、「家でのんびり過ごす」が 4 割弱と

最も多く、次いで「友人や仲間と会うこと」が約 2 割でした。また、「その他」の楽しみやや

りがいとして、カラオケ、庭作業や野菜作りなどが多く挙げられています。（図 5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14.8%

1.2%

48.8%

0.8%

24.4%

3.6%

0.0%

35.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

子ども

配偶者（妻・夫）

孫

兄弟・姉妹

親（配偶者の親も含む。）

その他

一緒に住んでいる家族はいない

無回答

＜図３ 同居者の状況＞ 

ほとんど毎日外出
する

18.0%

ときどき外出する
38.7%

ほとんど外出しな
い

19.8%

無回答
23.4%

＜図４ 外出頻度＞ 

21.2%

10.8%

7.2%

42.0%

2.0%

13.6%

37.6%

10.8%

12.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

家でのんびり過ごす

友人や仲間と会うこと

読書、美術鑑賞など、
文化・教養に関すること

スポーツや運動など、身体を動かすこと

旅行をすること

仕事をすること（地域や社会で役割を持って
はたらくこと。報酬の有無は問わない）

その他

特に趣味や楽しみはない

無回答

＜図５ 現在の楽しみややりがい＞ 

[n=250] 

[n=111] [n=250（複数回答）]
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３ 認知症高齢者のすまい方 

都内区市町村の要支援・要介護認定データを用いて集計したところ、認知症高齢者の多く

は居宅に住んでおり（図 6）、居宅の形態は、「持ち家（一戸建て）」が約 6 割と最も多く、次

いで、「賃貸住宅（マンションなどの集合住宅）」が約 2 割となっています。（図７）また、認

知症の疑いのある高齢者の 9 割が、今の地域での生活の継続を望んでいます。（図 8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図６ 認知症高齢者のすまい＞ 

無回答
1.6%

賃貸住宅（マン
ションなどの集

合住宅）
20.8%

賃貸住宅（一戸
建て）
2.8%

有料老人ホー
ム、ケアハウス、

軽費老人ホ
ーム
0.0%

その他
3.6%

自宅はない
0.4%

持ち家（マンショ
ンなどの集合住

宅）
11 2%

持ち家（一戸建
て）

59.6%

＜図７ 住居の形態＞ 

 

ぜひ、住み続けた
い

72.8%

できれば住み続
けたい
16.0%

無回答
2.0%

機会があれば、他
の地域に住み替

えたい
8.0%

ぜひとも他の地域
に住み替えたい

1.2%

＜図 8 今の地域での居住意向＞ 

東京都福祉保健局高齢社会対策部「認知症高齢者自立度分布調査」（平成 20 年 8月） 

東京都福祉保健局高齢社会対策部 
「東京都在宅高齢者実態調査（専門調査）」（平成 21 年 3 月）

東京都福祉保健局高齢社会対策部 
「東京都在宅高齢者実態調査（専門調査）」（平成 21 年 3 月）

[n=250] [n=250] 

居宅

66.3%

その他の施設

16.3%

介護療養型

医療施設

2.0%

老人保健施設 5.1%

特別養護老人ホー

ム

8.8%

認知症

グループホーム

1.5%
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４ 地域生活を支える資源の活用状況 

認知症の進行に伴って生活上の困難が生じたときに利用する相談窓口は、家族にもあまり

知られていません。（図 9）また、治療の対象になりうる症状が生じている場合でも、約半数

の人は医療機関に通院していない（図 10）など、生活を支えるための仕組みは必ずしも十分

には活用されていません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図 9 家族の地域資源の認知状況＞ 

＜図 10 特徴的な症状の有無・通院の有無・主な相談相手＞

0%

16.2%

1.8%

1.8%

43.2%

13.5%

0%

1.8%

4.5%

5.4%

8.1%

10.8%

10.8%

13.5%

14.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

昼夜逆転

幻視・幻聴

妄想

火の不始末

うつ状態

介護への抵抗

暴言

徘徊

不潔行為

異食行為

暴行

性的問題行動

その他

特徴的症状は
見られない

無回答

症状があった 

実人数 ３６人 

□左記症状の診断・治療のための

通院の有無 

 ■ ある 52.8% 

 ■ ない 47.2% 

□左記症状があったときの主な

相談相手（複数回答） 

■ 同居家族 44.4% 

■ ケアマネ 44.4% 

■ 同居以外の親族 30.6% 

[n=111（複数回答）] 

7.2%

37.8%

27.0%

22.5%

45.0%

15.3%

54.1%

41.4%

0.9%

16.2%

16.2%

16.2%

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

地域包括

支援センター

民生委員

認知症の

家族会

聞いたこともあり、
連絡先・所在地も
知っている

聞いたことはある
が、連絡先・所在地
などを知らない

全く知らない

無回答

[n=111] 

東京都福祉保健局高齢社会対策部 「東京都在宅高齢者実態調査（専門調査）」（平成 21 年 3月） 

東京都福祉保健局高齢社会対策部 「東京都在宅高齢者実態調査（専門調査）」（平成 21 年 3月） 
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１ 都の認知症対策の方向性 
都では、認知症対策の総合的推進を図るため、「地域づくり」「医療」「介護」「若年性認知

症」「最先端の研究」の５分野を柱に施策を進めています。本章では、以上５分野のうち「地

域づくり」に焦点を絞ってこれまでの施策展開を解説します。 

２ 地域づくりに向けた施策展開 
第１章でも触れたように、認知症の疑いのある高齢者の約９割が、現在暮らしている地域

での生活の継続を望んでいます。しかし、認知症になると、認知症に伴う生活上の困難を抱

える一方で、それを補う様々なサービスを自分で探し活用することは難しくなってきます。 

このため、認知症になっても、認知症の人と家族が地域で安心して生活を続けられるよう

にするためには、誰もが認知症について正しい知識を持ち、支えあうことのできる「地域づ

くり」を進めることが重要です。 

こうした理由から、都では認知症の人と家族を支える地域づくりに向けた施策を①仕組み

づくり、②施策の検討、③普及啓発の３つの観点から、下図のように展開しています。（図１） 

 ＜図１ 認知症の人と家族を支える地域づくりに向けた施策展開の概観（平成 18 年度～）＞ 
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開

第２章 地域づくりに向けた都の施策展開 

○ 認知症の人と家族を支える地域づくりに向けて、①仕組みづくり、②施策の検討、③

普及啓発の３つの切り口から施策を展開 

○ 現在は、①平成１９～２０年度に取り組んだ２つのモデル事業の実施・検証を踏まえ

事業化した「認知症地域支援ネットワーク事業（→Ｐ１５）」の区市町村への普及、②シ

ンポジウムやホームページ等を通じた認知症の理解の啓発（→P１６）などを推進 
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（１） 仕組みづくり 

①認知症地域資源ネットワークモデル事業（図２） 

都の支援のもと、モデル区市が、地域の様々な社会資源が連携したネットワーク構築のた

めの取組を行う事業として、平成 19 年度から 20 年度にかけて実施されました。 

本事業では、多様な地域資源が連携した「認知症の人を面的に支える仕組みづくり」を都

内全域に普及することを目的に、２つの地域でモデル的に試行し、仕組みづくりに当たって

の課題抽出や事業ノウハウの獲得を図りました。 

モデル地区としては、区行政の中心地に近く、戸建住宅や集合混在している地域である練

馬区と、多摩ニュータウンの第１次入居地区で、賃貸の集合住宅が多く高齢化率が極めて高

い地域である多摩市の２区市が選ばれました。 

モデル区市では、事業内容の検討・進行管理を行う「コーディネート委員会」を中心に、「地

域資源マップ」の作成や、「徘徊ＳＯＳネットワーク」の構築等を実施しました。 

＜図２ 認知症地域資源ネットワークモデル事業の概要＞ 

②認知症支援拠点モデル事業 

デイサービス等の介護サービス事業所を、地域に開かれた「支援の拠点」として活用する

事業です。身近な地域に福祉・医療をはじめとした多様な社会資源が存在する東京の強みを

生かした「東京発の大都市モデル」として実施しました。 

本モデル事業は介護サービス事業者の行う自主的な地域活動のうち、①地域コーディネー

ターの配置、②地域向け相談支援事業、③近隣とのネットワーク構築事業、④その他独自の

取組の４つの事業に対して経費の補助を行うという方法で行いました。実施に際しては３７

の事業者から選定された 5 事業者が、「手作りプランターの設置」、「認知症緊急時対応サービ

ス」、「認知症高齢者の実験的就労デイ」などの様々な地域活動に 2 か年にわたって取り組み

○様々な社会資源が連携した認知症支援を進めるモデル地区（２地区）を設定し、都がその取組を支援すること
により、当該地区の認知症支援対策を推進する。

事業概要

モデル区市（練馬区・多摩市）

モデル区市は地域包括支援センター（ブランチ・サブセンターを含
む）を中心とするモデル的エリアを設定し、以下の取組を中心に実施。

○コーディネート委員会の設置
○認知症ケアや地域との関わりに精通している人材を

「認知症コーディネーター」として配置

事業のコーディネーターの配置

• 様々な地域資源の情報
を収集・整理し印刷物
等により地域へ周知

• マップの作成過程や活
用を契機に関係者間の
ネットワークを構築し、
マップの活用法を普及

地域資源マップ
の作成

• 徘徊のリスクが高い
高齢者を対象として、
地域住民や事業者と
の有機的なネット
ワークの構築と検証

徘徊SOSネット

ワーク構築事業

• 地域内の認知症家族会
の活動支援（立ち上げ
支援、運営支援等）

• 家族会同士のネット
ワークづくりを行い、
情報交換や交流を促進

認知症の人のネット
ワークづくり事業

各事業の内容検討・進行管理

東京都

認知症介護研究・
研修東京センター

・事務の補助
・会議運営 等

シンクタンク等
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力
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実施期間

○様々な社会資源が連携した認知症支援を進めるモデル地区（２地区）を設定し、都がその取組を支援すること
により、当該地区の認知症支援対策を推進する。

事業概要

モデル区市（練馬区・多摩市）

モデル区市は地域包括支援センター（ブランチ・サブセンターを含
む）を中心とするモデル的エリアを設定し、以下の取組を中心に実施。

○コーディネート委員会の設置
○認知症ケアや地域との関わりに精通している人材を

「認知症コーディネーター」として配置

事業のコーディネーターの配置
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• 徘徊のリスクが高い
高齢者を対象として、
地域住民や事業者と
の有機的なネット
ワークの構築と検証

徘徊SOSネット

ワーク構築事業

• 地域内の認知症家族会
の活動支援（立ち上げ
支援、運営支援等）

• 家族会同士のネット
ワークづくりを行い、
情報交換や交流を促進

認知症の人のネット
ワークづくり事業

各事業の内容検討・進行管理

東京都

認知症介護研究・
研修東京センター

・事務の補助
・会議運営 等

シンクタンク等

・事務の補助
・会議運営 等

シンクタンク等

委
託

事
業
運
営
支
援

協
力

平成１９年度～２０年度

実施期間



第１部 都の認知症高齢者を取り巻く状況 

第２章 地域づくりに向けた都の施策展開 

- 15 - 

ました。 

 ③認知症地域支援ネットワーク事業（図３） 

前述の２つのモデル事業の成果を踏まえ、地域で支える仕組みづくりを全都的に展開する

ことを目的に、平成 21 年度から区市町村を実施主体として実施しています。 

実施主体が区市町村となっているのは、地域資源同士の顔の見える関係づくりや、事業実

施に当たっての関係機関との調整のために、区市町村の適切な関与が必要なためです。 

都は、本事業を推進するため、区市町村に対して費用の一部を補助しています。 

事業内容としては、地域の特性に合わせて、「ネットワーク会議の設置」、「地域資源マップ

の作成」といった必須事業と、「家族会の育成支援」「介護サービス事業者による地域活動」

といった選択事業を組み合わせ、地域づくりを行っています。 

  ＜図３ 認知症地域支援ネットワーク事業の概要＞ 

④シンポジウム「地域でできる！認知症の人を支えるまちづくり」 

前述の２つのモデル事業の試行過程や得られた成果を、施策の担い手である区市町村の担

当者や介護サービス事業者等に直接発信し、地域づくりに取り組む契機とすることを目的に

開催しました。 

シンポジウムでは、モデル事業の実施団体（２区市５事業者）からの事業報告と、モデル

区市・モデル事業者と学識経験者によるパネルディスカッションと質疑応答を行い、地域づ

くりの手法等について考察しました。 

（２） 施策の検討 

①認知症高齢者を地域で支える東京会議 

「認知症に対する都民の正しい理解の促進」と「地域の社会資源が連携して認知症の人と

家族を支える仕組みづくりの検討・促進」を目的に、平成 18 年に設置されました。 

会議では、医療・介護業界のほか、生活関連事業者等の参画を得て、認知症の人を地域で

支える機運を醸成しました。 

ネットワーク会議による
事業検討・進行管理

区市町村担当者
による連絡会

家族会の育成支援
（選択）

徘徊ＳＯＳネットワ
ークの構築

（選択）

区市町村東京都

情
報
交
換

介護サービス事業
者による地域活動

（選択）

その他の支援事業
（選択）

ネットワーク
会議

ネットワーク
会議

※ネットワーク会議は、エリア毎など複数設置可。
ネットワーク会議同士の調整は区市町村が行う。

地域資源マップの
作成

（必須）

顔と顔の見える関係の構築、地域資源の再発掘を通して、
認知症の人と家族を地域で支えるネットワークを形成

ネットワーク会議による
事業検討・進行管理

区市町村担当者
による連絡会

家族会の育成支援
（選択）

徘徊ＳＯＳネットワ
ークの構築

（選択）

区市町村東京都

情
報
交
換

介護サービス事業
者による地域活動

（選択）

その他の支援事業
（選択）

ネットワーク
会議

ネットワーク
会議

※ネットワーク会議は、エリア毎など複数設置可。
ネットワーク会議同士の調整は区市町村が行う。

地域資源マップの
作成

（必須）

顔と顔の見える関係の構築、地域資源の再発掘を通して、
認知症の人と家族を地域で支えるネットワークを形成

顔と顔の見える関係の構築、地域資源の再発掘を通して、
認知症の人と家族を地域で支えるネットワークを形成
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②東京都認知症対策推進会議（図４） 

前述の「認知症高齢者を地域で支える東京会議」の成果を踏まえ、平成 19 年度に「東京

都認知症対策推進会議」が設置されました。 

また、第１回東京都認知症対策推進会議において、認知症の人と家族を「面的」に支える

仕組みづくりの具体化が優先的に取り組むべき課題の一つとされ、「仕組み部会」を設置し、

モデル事業の進行管理・検証を中心に、認知症の人と家族を地域で支えるための仕組みづく

りについて検討しました。 

 ＜図４ 東京都認知症対策推進会議及び仕組み部会等の概要＞ 

（３） 普及啓発 

①認知症シンポジウム 

認知症の人と家族が地域で安心して暮らせるためには、誰もが認知症に関する正しい知識

を持つことが不可欠です。そこで、都民の認知症に対する理解促進と、普及啓発を目的とし

て、平成１９年度以降、毎年世界アルツハイマーデーを記念して９月にシンポジウムを開催

しています。 

②キャラバン・メイト養成研修、認知症サポーター養成講座 

認知症の人と家族への応援者である「認知症サポーター」を養成し、認知症になっても安

心して暮らせるまちづくりを行うために、①企業・団体等が全都的に認知症サポーター養成

講座を開催する際の窓口業務、②認知症サポーター養成講座の講師役である「キャラバン・

メイト」の養成を実施しています。 

③認知症ポータルサイト「とうきょう認知症ナビ」の公開 

「見やすくわかりやすい認知症ポータルサイト」をコンセプトに、「とうきょう認知症ナビ」

を開設しています。認知症の基礎知識や相談窓口・医療機関の紹介など、認知症の人と家族

向けのコンテンツのほか、検討会の配布資料・議事録や調査報告書など、行政担当者や事業

者向けの情報も掲載しています。 

  URL：http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/zaishien/ninchishou_navi/ 

認知症の人を地域で支える

東京会議の成果

到達点
生活関連事業者等との連携、
普及啓発

認知症の人と家族を地域で
支える機運の醸成

把握した課題
・地域の社会資源が参画す

る、具体的な仕組みが
必要 等

確認された東京の強み
・地域生活を支える人材や

地域資源が豊富で身近に
存在している 等

機
運
醸
成
を
踏
ま
え
た

総
合
的
な
認
知
症
対
策
の
推
進

【目的】 「認知症高齢者を地域で支える東京会議」の成果を踏まえ、中長期的な認
知症対策を様々な角度から検討

【内容】 中長期的な施策の検討、各事業の進行管理等

東京都認知症対策推進会議(H19～）

【目的】
地域の人的資源・社会資
源が参画したネットワーク
構築により「面的」に支え
る仕組みづくり
【内容】
・認知症生活支援モデル
事業の検証

・全都的に広めるための
方策の検討

仕組み部会
＜地域づくり＞

若年性認知症支援部会
＜若年性認知症＞

医療支援部会
＜医 療＞

【目的】
認知症・身体症状双方の
症状に応じた切れ目のな
い医療支援体制の構築
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・地域の医療資源の把
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役割分担の明確化、連
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１ 認知症により直面する問題 

認知症は、記憶障害や見当識障害などの認知機能の低下により日常生活や社会的な活動に

障害が生じる点に特徴があります。買い物や家事を行う時に失敗してしまうこと、それまで

していた仕事をこなせなくなることをもたらします。 

認知機能の低下は、生活上の問題に加えて、心理的にも不安定な状態をもたらし、混乱状

態に陥りやすくなります。行動・心理症状として妄想や徘徊行動などに発展することもあり

ます。 

このような認知症の症状は、介護家族へ様々な負担を強いることとなります。徘徊行動は、

家族が始終「目が離せない」状況をつくり出し、対応だけでなく、時間的にも家族が拘束さ

れる状況を生じさせます。また介護家族の抱えている問題は、地域の人々に十分理解されて

いるとはいえず、介護家族が孤立するという問題も生じています。 

さらに認知症が出現することは、それまで可能であった活動や能力が、「できなくなった」

と周囲にみなされやすい傾向もあり、しばしばその活動が制限されやすい傾向があります。 

２ 認知症の人が地域で暮らすことの意味 

認知症の人が地域で暮らすことは、自宅・介護保険施設などの居住形態に関わらず、それ

まで住み慣れた地域にとどまることを意味しています。認知症が人生後半期に出現すること

は、その人が年齢を重ねるなかで積み重ねられた体験や経験、その上にある生活や社会的活

動の延長線上にあるといえます。住み慣れた地域で暮らすことにはここに特徴があります。 

友人との交流や趣味活動、周辺の散歩や買い物などの外出は、慣れ親しんだ地域に住み続

けることにより確保されるものです。記憶障害や見当識障害は、様々な混乱を引き起こしま

すが、地域での生活の継続が、行動・心理の安定に影響を与えます。認知症においてしばし

ば、人物の見当識が低下しても、「なじみ」の関係が存在することは、顔を合わせるような継

続的な関係が認知症のある人にとって欠かせないものであることを示しています。 

３ 地域で暮らす上での課題 

認知症になっても地域で暮らすためには、様々なサービスを利用することになります。例

えば介護保険では、訪問介護やデイサービス、また小規模多機能型サービス、グループホー

ムなどの地域生活を継続していく上で利用できるサービスがあります。  

認知症のある人が、地域で暮らしていくことを支えるには、提供されるサービスの中に、

地域でのその人のそれまでの活動が反映されていくことが必要となります。それまでの生活

や社会的活動のなかに、刺激すれば「できる」ことの手がかりが潜んでいるといえ、サービ

スにはそれが積極的に取り入れられる必要があるといえます。 

また、認知症の症状が原因で、本人による意思決定が困難になった場合には、「成年後見制
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度」の利用など、第三者による意思決定の支援が必要となります。 

加えて、こうしたサービスや制度のほかに、地域が認知症を理解し支えていく力をつけて

いくことも必要となります。例えばサービスを利用してない時間帯に出現することのある徘

徊行動は、地域での生活の継続や家族への介護負担になります。その場合、徘徊行動をして

自宅から出てしまった認知症の人に、周囲が気づいて声をかけたりすることができるならば、

サービスの隙間を埋めることにつながるといえます。また日頃そのような状況にある人がい

ることを地域の人々が理解し見守ることは、その人と家族が孤立することを避けることにも

なります。 

東京のような大都市において、全ての人が認知症を理解し、徘徊をしている認知症の人に

対応するようになることは困難であるかもしれません。また介護家族の負担を理解し、その

孤立を防ぎ、見守ることのできる地域となることに限界があるかもしれません。しかし東京

には、ＮＰＯなどの豊富な実践力を培った人的資源や、商店街・交通機関・介護サービス事

業者といった多様な社会資源が身近に存在しているという強みもあります。地域の人々が認

知症を理解し、強みを生かしながら見守ることができることへ近づくための様々な方策が求

められています。 

４ 安心して地域で暮らせるために 

認知症の人と家族が安心して地域で暮らせるためには、地域と「つながること」が強まる

ことが必要となります。 

（１） 地域における認知症の理解 

認知症の人が直面する問題を、できるだけ多くの人が理解していくこと、さらにその家族

の抱えている問題が理解されていることなどの普及啓発が果たす役割は大きなものといえま

す。 

地域とのつながりは、地域そのものが認知症の理解を深めることから始まります。 

特に徘徊行動へ対応できる訓練や対応できるネットワークの構築などを展開することは、

普及啓発とともに、身近なこととして地域が実感的に認知症を理解することへつながるとい

えます。 

（２） 住み慣れた地域であることが活かされている 

認知症になると、日常生活や社会的活動が制限されやすくなるため、自宅や地域のグルー

プホームで生活していても、生活や活動が「隔離」された状況に陥る可能性があります。認

知症の人が生活の中で積極的に地域と関わっていけるように、活動に工夫が必要です。 

（３） 資源を開発し、つなげていく 

認知症の介護家族にとって、利用できる資源として必要なのは介護保険サービスだけでは

ありません。孤立しやすい家族にとって、商店街等の情報や見守りをしてくれる人や家族会

の存在が支えになります。地域で安心して暮らして行けるということは、様々な人々や組織

による見守りをしていくためのネットワークや利用できる社会資源が形成されることといえ

ます。それらは専門職だけに共有される情報ではなく、本人や家族にとってわかりやすい情

報であることが必要といえます。
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 早わかり 

○ 認知症の人の権利保護について 

  虐待を受けている高齢者の７割に認知症があるなど、認知症高齢者の権利擁護は喫緊

の課題で、法制度上も、介護保険法・成年後見制度が相次いで整備され、「地域生活の継

続」「当事者主権」が基本的な方向となっています。（ P２４） 

○ 個人情報の第三者提供について 

  認知症の人を地域で支援する場合、収集・提供による個人情報の共有が必要となる場

面があります。個人情報の第三者提供に当たっては、個人情報保護法の観点から、次の

原則・例外・留意点があります。（ P２６、P２７） 

 

  ＜原則＞ 

  あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供することはできません。 

 

  ＜例外＞ 

  現に徘徊等により行方不明になっている等、「人の生命、身体又は財産の保護のために

必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき」など、例外的に本

人の同意を得ずに個人データを第三者提供することができる場合があります。 

 

  ＜家族の同意＞ 

  上記＜例外＞に該当しない場合で、家族が本人の成年後見人等である場合には、個人

情報の第三者提供に当たって家族の同意を得る必要があります。 

 

 

 

第２章 関係する諸法規について 



第２部 認知症の人と家族が地域で安心して暮らせる地域づくりの進め方 

第２章 関係する諸法規について 

 

- 24 -  

 解説 

１ 認知症の人の権利保護について 

（１） 認知症高齢者に対する権利侵害の状況 

認知症高齢者に対する虐待や権利侵害は後を絶たず社会問題化しています。 

平成１９年度の厚生労働省調査によると、全国で、養護者による虐待は１３，２７３件、

養介護施設従事者による虐待が６２件でした。さらに、東京都の調査では、虐待を受けてい

る高齢者の７割に認知症（疑いを含む）があることがわかっており（図１）、認知症高齢者の

権利擁護は喫緊の課題です。 

また、養護者による虐待の２５．８％

に経済的虐待が見られるなど、認知症

の人と介護している家族とで利益が相

反する場合も見られます。したがって、

認知症の人の支援を行うに当たっては、

認知症の本人を第一に考える必要があ

ります。 

 

（２） 住み慣れている地域で住めるよう

に－介護保険制度・社会福祉基

礎構造改革― 

平成１２年４月に導入された介護保険制度により、認知症の人に対する福祉は「措置から

契約」に転換され、平成１２年６月施行の「社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一

部を改正する等の法律」に基づく社会福祉基礎構造改革により、福祉施策の基本はノーマラ

イゼーションの下、住み慣れた地域で暮らすことを支援することになりました。同時に福祉

の多様なる需要は、民間が分担すべきものであるという役割分担策が打ち出されるなど、大

きな変換が行われることになりました。 

介護保険制度には、認知症の人への介護を「家族介護」から「社会的介護（公的介護）」に

転換し、認知症の人に身近な地域で、その暮らしを支える役割が与えられました。さらに、

高齢者介護の将来像を描く「２０１５年の高齢者介護」（高齢者介護研究会報告書）において

は、認知症の人を、住み慣れている地域に近い環境で介護支援するという方向性が強く打ち

出されています。 

 

（３） 本人の主体性を尊重した支援を－成年後見制度－ 

認知症などにより自己決定することが困難な人の支援を目的として、介護保険制度の導入

に合わせて、従来の禁治産・準禁治産制度が３類型の法定後見制度と任意後見制度に改正さ

れ、平成１２年４月に成年後見制度として施行されました。区市町村長の申立権や、後見人

等の身上配慮義務などその権利擁護の機能が重視されています。 

＜図１ 虐待事例における認知症の有無＞ 

認知症あり
56.8%

認知症の疑い
12.7%

認知症なし
25.2%

不明
4.7%

無回答
0.6%

東京都福祉保健局高齢社会対策部 
東京都高齢者虐待対応マニュアル（平成 18年 3月） 

[n=465] 
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平成１７年の介護保険法改正では、認知症の人のための権利擁護事業が、区市町村の必須

事業とされるようになりました（介護保険法１１５条の４４第１項第４号）。 

また、平成１８年４月から、高齢者虐待防止法が施行され、区市町村の責務のひとつとし

て、成年後見制度の活用が位置付けられました（同法９条第２項）。さらに、全国の区市町村

で地域包括支援センターが設置され、認知症の人の権利擁護や虐待防止の前線部隊としての

役割を担っています。 

認知症の人の支援に当たって、支援を受ける者の主体性を重視し、当事者自らがニーズを

主張し、生活の在り方を決めるという「当事者主権」の視点に立つことが重要です。 

 

２ 個人情報の情報収集・第三者提供について 

  個人情報として保護されるのは、次の①と②を満たしている情報です。 

①現に生存している個人に関する情報 

②情報に含まれる氏名・生年月日その他記述により特定の個人を識別することができる

もの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別すること

ができるものを含む。） 

  認知症の本人に意思能力がない場合も保護の対象に入ります。 

 

（１） 個人情報の共有の必要性 

徘徊などで見守りが必要な認知症の人を地域で見守る場合等には、個人情報を収集したり

第三者に提供し、共有する必要が生じます。 

 

（２） 個人情報保護に関する法令等 

平成１５年、個人情報保護関係五法の成立によって、個人情報保護法制の体系は大きく、

民間部門と公的部門に分かれました。民間部門は、個人情報保護法（以下「法」という。）か

ら成り、公的部門は、行政機関個人情報保護法、独立行政法人等個人情報保護法、個人情報

保護条例から成り立っています。（参考文献①２０頁） 

医療・介護分野では、実質的な内容は、民間部門に対する個人情報保護法による規制と、

公的部門に対する行政機関個人情報保護法等による規制内容は、実質的にはほぼ同じと見る

ことができると考えます。 

 

（３） 医療介護ガイドライン 

医療、介護関係者事業者が行う、個人情報の適正な取扱いの確保に関する活動を支援する

ための指針として、平成１６年１２月に厚生労働省から「医療・介護関係事業者における個

人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」（以下「医療介護ＧＬ」という。）が通達され

ました。 

平成１８年４月には、当時ＪＲ尼崎事故の際に一部医療機関が家族等からの問い合わせに

応じなかったことが社会問題化したことから、解釈の明確化を図る目的で改訂がなされまし
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た。（参考文献②１８０頁） 

医療介護ＧＬの対象者は、医療・介護関係事業者とされています。介護関係事業者とは、

介護保険法に規定する居宅サービス事業、介護予防サービス事業、地域密着型サービス事業、

同介護予防サービス事業、居宅介護支援事業、介護予防支援事業、介護保険施設を経営する

事業、老人福祉法に規定する老人居宅生活支援事業、老人福祉施設を経営する事業、その他

高齢者福祉サービス事業を行う者としています。（参考文献②４７２頁） 

医療介護 GL は、個人情報保護宣言（医療・介護関係事業者が個人の人格尊重の理念の下

に個人情報を取り扱うこと、及び関係法令、医療介護ＧＬ等を遵守すること、個人情報の取

扱いに関する規則においては、個人情報に係る安全管理措置の概要、本人等からの開示等の

手続き、第三者提供の取扱い、苦情処理の体制等について具体的に定めることが想定されて

いる）を求めています。（参考文献②４７３頁） 

  

（４） 個人情報の収集について 

個人情報の取得に関して、「個人情報取扱事業者は、偽りその他不正の手段により個人情報

を取得してはならない（法１７条）」と定められています。「偽り・・・の手段」というのは、

第三者に個人情報を転売するといった利用目的を隠して、統計調査のためというような虚偽

の目的を告げて個人情報を取得することです。（参考文献①９６頁） 

 

介護サービス事業者が、認知症地域支援ネットワーク事業に参加・寄与すること等正当な

目的で必要な情報を収集する場合、個人情報保護制度関係の法的問題が生じることは考えに

くいと思います。 

 

（５） 第三者への提供について 

第三者への個人情報の提供は、「個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、

個人データを第三者に提供してはならない」（法２３条）として、原則的に本人の同意が必要

と定められています。 

しかし、次の場合は例外的に本人の同意を得ないで第三者へ個人情報を提供することがで

きるとしています。 

・法令に基づく場合（法 23 条第１項第１号） 

・「人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得るこ

とが困難であるとき」（法２３条第１項第２号） 

・「公衆衛生の向上又は児童の健全な育成のために特に必要がある場合であって本人の同意

を得ることが困難であるとき」（法２３条第１項第３号） 

 

介護関係事業者の場合につき「法令に基づく場合」として、サービス提供困難時の事業者

間の連絡、紹介等（指定基準）、居宅介護支援事業者等との連携（指定基準）、利用者が偽り

その他不正な行為によって保険給付を受けている場合等の市町村への通知（指定基準）、利用

者に病状の急変が生じた場合等の主治の医師への連絡等（指定基準）を掲げています。（参考
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文献②４７８頁） 

 

「本人の同意を得ることが困難であるとき」とは、例えば、認知症の人が急病になった場

合等、物理的に同意を得がたい場合や、悪質なクレーマーの情報を共有する場合等、本人が

同意することが社会通念上期待しがたい場合も含むとされています。 

また、人の生命、身体又は財産の保護のために、他の方法を用いることが可能な場合には、

本人の同意を得ないで第三者提供することは認められない、としています。（参考文献①１２

０頁） 

 

なお、認知症の人の個人データの第三者提供において、成年被後見人等で、個人情報の取

扱いに関して同意したことによって生ずる結果について判断能力を有していない場合は、原

則として、成年後見人等から同意を得る必要があります（参考文献①ｐ１１７）。ただし、個

人情報の第三者提供についての上記のような法律上の例外として本人同意が不要な場合、成

年後見人等から同意が必要でないことはもちろんです。成年後見人等でない家族の同意には、

認知症の人との関係では個人情報保護法上の意味はありませんが、事業運営上の必要性につ

いては十分に検討する必要があります。 

 

  徘徊等により現に行方不明になっている者に関する個人情報の第三者提供は、法２３条第

１項第２号の例外に該当する場合が多いと考えられます。 

 

 

 

参考文献 

①：「個人情報保護法の逐条解説 第３版」宇賀克也著 

②：「個人情報保護法 新訂版」岡村久道著 
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 早わかり 
○ ネットワーク会議とは 

「認知症の人と家族を支える地域づくり」の牽引役となるのが「ネットワーク会議」

です。主な活動として、①現状把握・課題の抽出とビジョンの設定、②事業の企画・実

施・進行管理、③地域住民や関係機関に向けた広報、等があります。（ P３０、Ｐ３５

～３６） 

○ 地域づくり推進のポイント 
人口・生活環境などの地域特性に応じてビジョンを設定し、地域づくりを進めること

で高い効果が見込まれます。同一区市町村内に、特性の異なる地域が複数存在する場合

は、まず一部地域で重点的に取組を進めることで成果が見込めます。（ P３１、Ｐ３５） 

○ ネットワーク会議の設置の流れ 
事務局を組織し、地域づくりやネットワーク会議の在り方の素案を検討します。その

上で、地域づくりを進めるために必要な人材を、多様な組織関係者・住民から幅広く人

選し、ネットワーク会議への参加を依頼します。（ P３１～３４） 

○ ネットワーク会議の組織 
  地域や事業の規模に応じて、組織を工夫することが効果的です。例えば、方針策定や

全体の進行管理等を行う「全体会議」と、個々の事業について具体的な協議や準備を行

う「ワーキング会議」に分ける方法等があります。（ P３３、Ｐ３４） 

 標準的モデル 

 

第３章 推進組織づくり 

認知症の人と家族が地域で安心して暮らせる地域づ
くりを推進するために、地域の住民や関係者らから
成る「ネットワーク会議」を設置し、全体的な企画
や各種事業の内容の検討、進行管理を行う。

事業概要

地域が一体となって地域づくりに取り組む必要があるこ
と、行政が地域づくりを推進していることを発信できる。
ネットワーク会議の構成員から、認知症の人や家族の
生活実態や、地域資源に関する情報を集約可能
取組を総合的に進行管理することで、取組同士の連動
性を高め、継続的・効果的に地域づくりを推進
参画する多様な組織・人材を通じて、地域資源のつな
がりが生まれ、認知症の人と家族を地域で直接支える
基盤ができる。
会議体にすることで、異動などの影響を少なくし、継続
した活動が可能になる。

事業実施のメリット

推進組織の立ち上げは、行政が積極的に担うべ
き。ただしネットワーク会議の構成員には、民間
組織・地域住民等の参画が不可欠。

中心となる担い手

取組の項目

ネットワーク会議の事務局を設置

ネットワーク会議構成員の人選・協力依頼

地域の実態の把握

地域独自のビジョンを設定・共有化

総合的な進行管理・検証と継続的な提案

事務局及びネットワーク会議の構成員の人選がカギ。認知症の支援に積極的に取り組む意向を持つ人材
を、専門職、関係組織、住民、当時者、行政事務職等、幅広い領域からバランスよく選定する。
事業のスタート時点で認知症の人や家族の生の声を聴く機会をつくると、関係者が当事者の視点に立って
真剣に取り組む動機づけとなり、結束力と推進力が高まる。

事業実施のコツ

事業の企画、地域づくりの推進

認知症の人と家族が地域で安心して暮らせる地域づ
くりを推進するために、地域の住民や関係者らから
成る「ネットワーク会議」を設置し、全体的な企画
や各種事業の内容の検討、進行管理を行う。

事業概要

地域が一体となって地域づくりに取り組む必要があるこ
と、行政が地域づくりを推進していることを発信できる。
ネットワーク会議の構成員から、認知症の人や家族の
生活実態や、地域資源に関する情報を集約可能
取組を総合的に進行管理することで、取組同士の連動
性を高め、継続的・効果的に地域づくりを推進
参画する多様な組織・人材を通じて、地域資源のつな
がりが生まれ、認知症の人と家族を地域で直接支える
基盤ができる。
会議体にすることで、異動などの影響を少なくし、継続
した活動が可能になる。

事業実施のメリット

推進組織の立ち上げは、行政が積極的に担うべ
き。ただしネットワーク会議の構成員には、民間
組織・地域住民等の参画が不可欠。

中心となる担い手

取組の項目

ネットワーク会議の事務局を設置

ネットワーク会議構成員の人選・協力依頼

地域の実態の把握

地域独自のビジョンを設定・共有化

総合的な進行管理・検証と継続的な提案

事務局及びネットワーク会議の構成員の人選がカギ。認知症の支援に積極的に取り組む意向を持つ人材
を、専門職、関係組織、住民、当時者、行政事務職等、幅広い領域からバランスよく選定する。
事業のスタート時点で認知症の人や家族の生の声を聴く機会をつくると、関係者が当事者の視点に立って
真剣に取り組む動機づけとなり、結束力と推進力が高まる。

事業実施のコツ

事業の企画、地域づくりの推進
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解説 

１ 推進組織づくりの意義 

（１） ネットワーク会議とは 

認知症の人と家族を支える地域づくりのためには、住民や地域の多様な関係者がつながり

を増やしていくことが何よりも大切です。また、地域づくりは年単位に渡る息の長い取組が

必要です。こうした点から、住民と関係者が一体となった地域づくりを一歩一歩着実に進め

ていくためには、どのような地域を共にめざしていくかというビジョンを掲げながら、地域

づくりの中心となって継続的に推進する組織をしっかりと組んでいくことが不可欠です。 

この推進組織が機能するには、住民や多様な関係者の参画と協働が必要であることから、

この手引きでは、地域の住民や多様な関係者で構成される地域づくりの中核を担う推進組織

のことを「ネットワーク会議」と称します。 

＜図１ ネットワーク会議のイメージ図＞ 

（２） ネットワーク会議の効果 

○ 地域の住民や多様な関係者で構成されるネットワーク会議を設置することにより、区市

町村が認知症の人と家族を支える地域づくりを積極的に推進していること、地域づくりに

は多様な資源が一体となって取り組む必要があることを、住民や多様な関係者に示すこと

ができ、住民・関係者が一体となった地域づくりのシンボルになります。 

○ 地域に根差した多様な人材でネットワーク会議が構成されると、認知症の人と家族の生

活実態や、支援に関する多彩な情報とアイディアを得ることができ、当事者や地域の実態

を踏まえた地域づくりを展開していくことが可能になります。 

○ 様々な取組が場当たり的に進んだり重複することによる非効率や、関係者の負担を防ぎ、

当事者を中心とした地域づくりを一体的・効果的に推進できます。 

○ ネットワーク会議を通じて生まれた地域の人材や組織のつながりを通じて、本人と家族

区市町村
エリアD

ネットワーク会議ネットワーク会議
エリアA

エリアB

自治体をいくつかのエリアに分割し、
エリア単位でネットワーク会議を設置

ネットワーク会議ネットワーク会議

エリアC

○現状把握・課題の抽出とビジョンの設定
○事業の企画・実施・進行管理
○地域住民や関係機関に向けた広報
○地域資源同士の顔の見える関係構築

等の活動を実施

必要な人材を多様な組織関係者・住民から人選し、

区市町村
エリアD

ネットワーク会議ネットワーク会議
エリアA

エリアB

自治体をいくつかのエリアに分割し、
エリア単位でネットワーク会議を設置

ネットワーク会議ネットワーク会議

エリアC

○現状把握・課題の抽出とビジョンの設定
○事業の企画・実施・進行管理
○地域住民や関係機関に向けた広報
○地域資源同士の顔の見える関係構築

等の活動を実施

必要な人材を多様な組織関係者・住民から人選し、
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への直接的な支援を生み出すことができます。 

○ 推進体制が築かれていくプロセスを通じて、認知症に限らない地域の諸課題に対応して

いくための基盤の充実にもつながります。 

○ 推進組織を会議体にすることで、異動などの影響を少なくし、継続した活動が可能にな

ります。 

 

２ ネットワーク会議設置の流れ 

(１) エリアの設定－重点推進地域からの展開 

同一区市町村内であっても、生活圏域ごとに地域特性が大きく異なっている場合には、区

市町村を一単位とした網羅的な地域づくりを推進しても、取組状況に差が出やすく、効果的・

継続的な取組とならない恐れがあります。 

こうした場合、まずは区市町村内の一部地域を重点推進地域に設定し、ネットワーク会議

の設置などの取組を進めることで、きめ細やかで機動的なネットワークが形成されるととも

に、本人と家族の日常生活を支える身近な資源のつながりによって直接的・具体的な成果を

得ることが期待できます。 

推進重点地域の選考基準の例として、以下の３つの観点が挙げられます。（表１） 

 ＜表１ 推進重点地域の選考基準と、該当する地域の例＞ 

なお、重点推進地域を設定する場合でも、最終的には区市町村全域に取組を広げていくこ

とが求められます。重点推進地域の取組の具体的な場面（話し合いや各種の催しなど）には、

他地域の住民や関係者が参加できるように呼びかけたり、取組経過を区市町村全体の住民や

関係組織に広報・情報伝達していくことが必要です。 

 

(２) ネットワーク会議の事務局体制の整備 

ネットワーク会議の設置に先立ち、企画・運営を行う事務局体制を整える必要があります。 

ネットワーク会議が機能し、地域づくりが進展している地域では、縁の下の力持ちとして

事務局が果たす役割が大きく、実質的な舵取り役となっています。具体的には、地域づくり

やネットワーク会議の在り方・進め方の素案の検討、ネットワーク会議の準備や進行管理の

選考基準 該当する地域の例

①区市町村内で認知症の人と家族の生
　活上の課題が大きく、地域支援を拡充
　させる優先順位が高い地域

・高齢化率、単身・高齢者世帯率が高い地域
・地域の中で孤立しがちな環境条件の地域（団地・
　マンション地帯）

②地域づくりを推進する拠点となる事業
　者や人材がおり、取り組みやすく今後
　の自治体全体での推進のモデルとし
　て期待できる地域

・認知症の人の地域支援をすでに展開している地
　域密着型サービス事業所がある地域
・認知症の人の地域支援を積極的に進めている地
　域包括支援センターがある地域
・認知症の地域支援に取り組むかかりつけ医・サポ
　ート医がいる地域

③地域づくりに意欲的な住民のキー
　パーソンがおり、取り組みやすく今後
　の自治体全体での推進のモデルとし
　て期待できる地域

・自治会長や民生児童委員が認知症に理解があ
　り、地域づくりに積極的な地域
・商店会の中心的な人々が地域づくりや地域の活
　性化に取り組んでおり、地域のつながりを通じた
　認知症支援に関心の高い地域
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事務を行います。 

事務局には、ネットワーク会議の検討事項に応じて様々な情報やアイディアを提供する機

能と、そのアイディアを実現するなどの実務的な機能が求められます。そのためには、地域

の資源や認知症についてよく知る人と事務処理を円滑に行える人とがチームとなった事務局

体制を整えることがポイントです。全国の取組では、行政や関係組織、地域から広く適任者

を探して事務局を整えたところもあります。いずれにしろ、認知症の地域支援を自ら推進し

ていこうという意欲がある人材が必要です。 

また、事務局は区市町村が担うことが一般的ですが、多様な組織内に置くことも可能です。

（表２） 

＜表２ 事務局の設置可能な組織例＞ 

全国の取組では、ネットワーク会議立ち上げの当初は区市町村に事務局を設置し、取組と

並行して、民間組織と行政が協力して継続的に地域づくりを進めることを目的としたＮＰＯ

を立ち上げ、事務局を移管した例もあります。 

事務局を民間組織に置く場合、全てを事務局任せにしてしまうと、関係者・関係団体との

調整や継続的な事業の展開に支障が生じる恐れがあります。行政には、取組の経過に沿って

事務局と密に連携しながら、事業を円滑に進めるための調整・援助や、継続的活動を推進・

具体化するための施策への位置付け、予算措置などを行うことが求められます。 

 

(３) ネットワーク会議の設置  

ネットワーク会議の設置に当たっては、構成員の人選が重要です。既存の委員会等の固定

された人材や組織の発想を超えて、ネットワーク会議自体が地域に開かれ、地域とつながる

ように人選することが必要です。地域で暮らす本人と家族を支えるためのネットワークを育

てるために必要な立場の人材を多様な組織関係者や住民から幅広く選任します。 

会議の構成員としては、次のような人材が考えられます。（図２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政 民間
・地元の介護保険事業者等が作っている連絡会等

・すでに地域づくりの活動を進めている社会福祉協
　議会やＮＰＯ団体等

・地域の認知症関係の研究会や連絡会

・認知症地域支援の主となる担当部署
・認知症関連の施策を関連する複数の部署の担当
　職員で構成された横断的な推進チーム
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全国の取組を見ると、取組当初は該当者が見当たらないようでも、地域の中には、認知症

の人と家族と接点を持ち、関心が高く、既に実質的な支援をしている人・組織が豊富に存在

していることが明らかになっています。 

限られた「いつもの」関係者のみから人選すると、ネットワーク会議の活動が、従来の取

組の範囲に留まりがちです。ネットワーク会議の発足を地域づくりのきっかけとするために

は、準備の段階で、地元の当事者組織や多様な関係組織に出向き、説明と情報収集、調整を

行うことが大切です。このステップが、事業を円滑に進める関係づくりや、地域の実態把握

の予備作業にもつながります。 

協力が得られにくい組織の場合も、認知症の人・家族を支える地域づくりの必要性やネッ

トワーク会議設置の趣旨、効果を説明し、ネットワーク会議参加への協力と、実質的な活動・

提案をしてもらえそうな人材の推薦を依頼します。 

特に、既に認知症の人に対する支援や地域づくりを自主的に進めてきている組織が存在し

ている場合には、その組織関係者と事業のねらいや役割分担、協働の在り方について、事前

に協議をすることも必要です。 

 

（４） 機動力のある組織の組み方 

構成員が多数になると、合意形成や、フットワークの軽い会議運営が難しくなります。 

そのため、地域の規模や地域づくりの進捗段階に応じて、ネットワーク会議を①基本方針

の決定や進行確認、全体的な検討・提案等を行う「全体会議」、②個別事業の具体的な企画・

準備・実施など実作業を行う「ワーキング部会」に分けて編成することも効果的です。 

＜図２ 会議の構成員になりうる人材＞ 
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「ワーキング部会」を具体的なテーマごとに、さらに細かなワーキングチーム（例：資源

マップ作成チーム、ＳＯＳネットワーク推進チーム、地域人材研修ネットワークチーム等）

に組織した地域もあります。 

いずれにしても、最初から大がかりな組織や複雑な仕組みをつくろうとすると、ネットワ

ーク会議が形骸化してしまいがちです。まずは、ネットワーク会議の核になるコアメンバー

をしっかりとつくり、地域づくりの優先テーマを協議しながら、区市町村の実態や地域の資

源、事務局体制の実情に応じて、必要に応じて構成員の拡大やワーキング部会の設置などを

段階的・柔軟に進めていくことが効果的です。 

＜図３ ネットワーク会議の組織構造（イメージ図）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多摩市では、ネットワーク会議に参加した自治会長・民生委員・家族介護者の会代表等

の「地域委員」の中で、住民主体の取組を進めようという機運が高まりました。 

地域委員による自主的な会合が開かれるようになり、商店街や学校等、地域の団体に対

する認知症サポーター養成講座開催の働きかけや、認知症の理解啓発を目的とした寸劇の

制作・上演を住民と協働で行うなど、その活動は地域に根づいています。 

実 践 メ モ
●地域委員を中心とした自主的活動への発展 

区市町村
エリアD

ネットワーク会議ネットワーク会議

全体会議

事務局

ワーキング部会

構成員 構成員 構成員 構成員

立ち上げ、
協働

ネットワーク会議

ネットワーク会議の企画・運営を行うため
の中核機能を担う。

ビジョンの設定・企画立案・進行管理、広報などを
行う。

エリアA
エリアB

構成員 構成員 構成員構成員

個別事業の具体的な企画・
準備・実施など、実作業を行う

ネットワーク会議ネットワーク会議

エリアC

コアメンバー

コアメンバー

行政

行政

必要に応
じて設置

区市町村
エリアD

ネットワーク会議ネットワーク会議

全体会議

事務局

ワーキング部会

構成員構成員 構成員構成員 構成員構成員 構成員構成員

立ち上げ、
協働

ネットワーク会議

ネットワーク会議の企画・運営を行うため
の中核機能を担う。

ビジョンの設定・企画立案・進行管理、広報などを
行う。

エリアA
エリアB

構成員構成員 構成員構成員 構成員構成員構成員構成員

個別事業の具体的な企画・
準備・実施など、実作業を行う

ネットワーク会議ネットワーク会議

エリアC

コアメンバー

コアメンバー

行政

行政

必要に応
じて設置
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３ ネットワーク会議の活動内容 
ネットワーク会議では、第 2 部第４章～第 7 章で解説する４つの取組やその他地域独自の

取組を通じて、地域の多様な人々や組織が、認知症の人と家族に対する理解を深め、協働し

ながら支えあう地域づくりを推進するために、以下のような活動を行います。 
 

（１） 現状把握・課題の抽出に基づくビジョンの設定 

まず、現状の把握とそこから抽出される課題を踏まえて、どのような地域を目指すか（＝

ビジョン）を検討し、ネットワーク会議の構成員で共有する必要があります。 

現状把握・課題の抽出に当たっては、関係者のヒアリング・地域の視察・既存資料の活用・

新規調査の実施等により、地域特性に関する様々なデータ（表３）や、認知症の人と家族の

生活実態・受けられる支援の実情等の情報収集を行い、地域の現状について構成員が共通認

識を持つことが重要です。特に、認知症の人と家族から直接話を聴く機会をつくると、当事

者から見た地域の課題や生活に対する希望などについて具体的に知ることができ、ネットワ

ーク会議の構成員が課題やビジョンを共有しやすくなります。 

また、弱みばかりがクローズアップされる地域でも、「高齢化率が高い→当事者予備軍が多

く住民の関心が高い」といったように、発想を転換することで強みを見いだすことができま

す。地域づくりのビジョン設定に当たっては、こうした地域の強みを活かしていく視点が重

要になります。 

さらに、わかりやすく親しみやすい言葉でビジョンを設定すると、住民や多様な関係者が

一体となって主体的に取り組むための求心力となります。 

＜表３ 特性把握に役立つデータの例＞ 

練馬区では、ネットワーク会議と併せて、地域住民・関係者を主体とした取組を進める

ため、地域の認知症サポーターから成る「ワークショップ」と、介護サービス事業者から

成る「事業者会」を設置しました。 

どちらの会も、検討のみに留まらず、地域づくりのための主体的な行動を伴っているこ

とが特徴です。「ワークショップ」では、サポーター養成講座の開催や、地域包括支援セ

ンターの連絡先を記載したステッカーを地域への配布等を、「事業者会」では、従事者の

ケアの向上のために、事業所の実態把握や勉強会を実施しました。 

また、ネットワーク会議とも連動し、それぞれの視点で地域資源を調べたり、徘徊 SOS

ネットワーク模擬訓練に参加しました。 

実 践 メ モ
● ネットワーク会議の関連組織 

１　人口特性 ●人口規模　●人口密度　●高齢化率　●認知症高齢者率
●世帯状況（高齢単身者世帯率、高齢世帯率）　等

２　地誌的特性 ●地理的条件　●交通網　等

３　生活文化特性 ●生活圏域　●住居・居住環境　●特性産業　●文化資源
●認知症に関する住民の意識・理解の浸透度　等

４　福祉・医療特性 ●福祉・医療機関数/事業所数　●認知症の人の地域生活支援を行っ
ている医療・介護の関係団体・関係者や地域の組織・人材
●認知症専門の機関/事業所数（専門医療機関、地域拠点になりうる
地域密着型サービス事業所、施設等）家族介護者の会、集い場等
●認知症サポーターやキャラバンメイト数　等
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（２） 事業の企画・実施・進行管理 

設定したビジョンに沿って事業の企画立案を行い、必要に応じて事業実施も担います。企

画立案に当たっては、必要とされる具体的な取組内容や、実施に当たっての作業目標、多様

な資源や組織との協働、事業間の連動等についても検討が必要です。 

具体的な取組がスタートした後は進行管理を行います。ここでは個々の取組の進捗状況・

方向性を作業目標やビジョンに照らしながら確認し、実施上の課題の検証や事業を発展させ

るための提案を行ったり、事業間の整合性を確保します。特に、個々の事業ごとにワーキン

グ部会を置く場合は、それぞれが連動し、効率よく取組を展開していけるよう全体会議で調

整することが重要です。 

当初は、地域資源の新規開拓やつながりの強化、ノウハウの蓄積など、地域づくりを持続

的・発展的に進めていくための取組が重要になることも進行管理のポイントです。 

 

（３） 地域住民や関係機関に向けた広報 

「認知症の人と家族を支える地域づくり」を推進していることについて、地域に広報する

こともネットワーク会議の重要な役割です。事業終了後に成果を報告するだけでなく、ネッ

トワーク会議の発足直後から、折に触れ地域に情報発信することで、地域の関心を高める効

果も期待できます。 

 

（４） ネットワーク会議を中心とした地域資源同士の顔の見える関係づくり 

全体会議やワーキング部会の構成員が随時地域の催し等に参加し、顔の見える関係づくり

を行うことも重要です。こうした場で一緒に動き汗を流し、構成員同士の関係を深めること

が、ネットワーク会議の機能を高めるカギになります。 

 

全国の取組では、地域住民からの公募によって、ビジョンを設定したところもあります。

また、ビジョンをもとにキャッチフレーズやシンボルマークをつくり、市民や関係者の関

心と協働を引き出したところもあります。 

実 践 メ モ
● 地域住民を巻き込んだビジョンづくり 
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＜参考：地域の状況に応じたネットワーク会議の構成・運営のポイント（参考例）＞ 

 

○ネットワーク会議の構成員が、「認知症の人と家族を支える」ための事
　業に直接参加することが重要

○ネットワーク会議の構成員が直接支援を行い、具体的な成果を上げるこ
　とで、構成員のやりがい・構成員同士の結束を強め、自発的な取組へ
　の発展を図る。自発的な取組が、地域の新たな資源となるなど、地域資
　源の活性化にもつながる。

○既存の顔の見える人間関係を最大限活かしたネットワーク会議の構築を
　行うことが重要。特に、地縁社会の顔役をネットワーク会議の中心人物
　として、住民・組織の支え合いの輪を広げ、地域の協力を得ながら事業
　を展開していけると理想的

○地域の中で、認知症に対する意識を変えることが難しかったり、地域づ
　くりへの協力を引き出せない場合は、先進地の関係者を招いて全国各地
　の取組を紹介するなど、「動き始めればできる」という事例を知っても
　らう機会をつくると効果的

一定の人口がある
が、資源が不足し
ておりつながりも
弱い

人口、資源ともに
少ないが、地域の
つながりは強い

ネットワーク会議の構成・運営のポイント地域の特性

○認知症支援との関連性の高低や立場が異なる様々な人材を、ネットワー
　ク会議の構成員としてバランスよく人選することが重要
　→参考：Ｐ３４図２

○ネットワーク会議を、多様な人材が対等の立場で活躍できる場とするこ
　とで、地域資源同士の結束・協働を促進する

○会議自体が大きくなりやすいため、機動力の確保がカギ

人口が多く地域資
源も多いがつなが
りが弱い
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 早わかり 

○ 地域資源マップとは 

 地域資源マップは、認知症の人と家族等が活用すると便利な、様々な地域資源を掲載

した情報集です。区市町村だけでなく、介護サービス事業者などの民間団体等、誰でも

作成の担い手になることができます。 

○ 地域資源マップを活用した地域づくり 

  地域づくりの効果を高めるためには、配布対象や活用方法等に応じて地域資源マップ

の企画を行う必要があります。認知症生活支援モデル事業では３つのマップが作成され

ましたが、掲載情報・構成・形態等を工夫することで、それぞれの個性が発揮され、積

極的に活用されました。（ P４０～４３） 

○ 資源をつなげるネットワーク効果 

  地域資源マップは作成・配布・活用の各段階で、地域の顔の見える関係づくりに役立

ちます。こうして生まれたネットワークは、認知症の人と家族に対する他の支援策にお

いても機能することが期待されます。（ P４４） 

 標準的モデル 

第４章 地域資源マップの作成 

認知症（疑い含む。）の本人・家族などが利用できる
様々な地域資源の情報を収集・整理し、パンフレットや
ホームページにより地域へ周知するとともに、地域資源
マップの作成過程や配布・活用を契機に、関係者間の
ネットワークを構築する。

事業概要

認知症の人と家族の日常生活における利便性の向上
近隣住民などの支援者が、認知症の人と家族を必要な
地域資源に橋渡しする際の参考資料
作成過程を通じた、地域資源同士の顔の見える関係構
築
地域特性に応じた「認知症の人と家族を支える地域づく
り」の基盤形成
地域資源の活性化
地域における、認知症の人に対する支援への意識醸成

事業実施のメリット

区市町村や民間団体等、誰でも担い手になりうる。

中心となる担い手

取組の項目

マップの①配布対象、②配布方法、③内容、
④構成、⑤体裁、⑥頁数、等を検討

地域資源の情報収集と、マップへの掲載依頼

暫定版を作成し、改善点を検討

完成版の印刷、配布

初期段階で情報の更新方法についても検討しておくと、地域資源マップの更新時に便利
ネットワーク会議の議論が停滞している場合は、地域資源マップの暫定版など、具体的なイメージを提供す
ると会議を活性化できる。
地域資源へ協力依頼を行う際は、マップへの掲載によってどのようなメリットがあるかを示せると、協力を得
やすい。

事業実施のコツ
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解説 

１ 地域資源マップの意義 

  地域資源マップの作成は、単に「つくる」ことが目標ではなく、作成過程や、個別事例の

マップの活用をきっかけとして、関係者間のネットワーク構築を図りながら、効果的な活用

方法が普及されていく側面を持っています。 

「認知症生活支援モデル事業」では、練馬区、多摩市、グループホームかたらいが地域資

源マップを作成し、それぞれがネットワーク会議を「核」として、活用方法等イメージの共

有化を図りながら、具体的な形（成果品）につなげています。協議を重ねることで、認知症

の人と家族を「地域で支える目線」が育ってきたとの報告も出されました。また、マップの

具体案を示すことで、ネットワーク会議にもまとまりが生まれ、会議自体が活性化されてい

く効果があります。 

 

２ 作成過程で生まれる地域資源マップの「個性」 

地域資源マップは、配布対象者や目指した活用方法によって、構成や含まれる情報量に違

いが出てくるとともにマップに「個性」が生まれます。 

「認知症生活支援モデル事業」で取り組んだ、練馬区の「お役立ち情報集」、多摩市の「高

齢者暮らしの応援団」、グループホームかたらい作成の「あんしん生活マップ」で、それぞれ

の特徴がマップの「個性」となり、活用につながっています。いずれも、実際に地域で暮ら

す住民の目線で、地域を歩きながら情報を発掘し、掲載していくに当たっての声（認知症に

関する意識や掲載に当たっての意見・要望など）を聴きながら、収集・整理することで、ネ

ットワークが構築されていました。 

多摩市では、地域資源マップの配布を通じて顔の見える関係づくりを進めるため、配布

手段を民生委員や地域のボランティア等による手渡しに限定しました。さらに、地域資源

マップに配布者の連絡先を記入できる欄を設け、認知症の人の支援を担う人と、本人や家

族との「顔の見える関係づくり」を促進しました。そのほか、認知症サポーター養成講座

では、受講者に地域資源マップを配り、修了後に近隣で配布してもらうという試みも行わ

れています。 

また、徘徊等による行方不明者が所持していた地域資源マップに民生委員の連絡先が記

入してあったことから、家族へ連絡がついた事例もありました。 

実 践 メ モ
● 人と人とをつなげるマップ配布の創意工夫 
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３５ページのガイドブック的な構成。実際に役立った事例をもとに、困ったことや、知り

たいことがあった時に利用できる地域資源をページ毎に整理し系統立てて掲載。 

  

  

相談窓口 地域包括支援センター、保健所、認知症相談窓口、家族会、民生委員、ケア 

 マネジャー、消費生活相談など 

医療機関情報 

医科、往診医、もの忘れ相談医、歯科、訪問歯科診療、休日夜間診療など 

日常生活支援に関する情報 

食事、外出、金銭や財産管理、配達、ごみ、訪問理美容、コンビニなど  

地域で集える場所や連絡先 公園､図書館､公民館､老人クラブ､町会､自治会など 

介護サービス事業者の情報 居宅介護支援、訪問介護、通所介護、施設など  

その他 地域で支援に関わったエピソード、認知症サポーター養成講座の案内、 

「認知症」に関する基礎的な知識、自己診断セルフチェックリストなど 

 

＜図１ 練馬区「高齢者のお役立ち情報集」＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

練馬区「高齢者のお役立ち情報集」

掲載している情報 

↑→詳細なインデックスにより、豊富な地域 

資源の中から必要な情報に素早くアクセス可能。 

「お役立ち情報集」は以下のＵＲＬで参照できます。 

http://www.city.nerima.tokyo.jp/notice/210601_zaitaku/joho.pdf 
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ハンドバックに入れて持ち運べる大きさ。中面に状差し型のポケットがあり、各地域の情

報などを挟んでファイルとして使用可能。 

マップの企画に当たっては、①使う人は誰か、②使う場面、③載せるべき情報、④体裁、

⑤配布方法、についてネットワーク会議で議論。 

 

 

認知症の基礎知識 認知症に関するＱ＆Ａ、早期発見のチェック表 

相談窓口 地域包括支援センター、家族会、家族介護教室など 

医療機関 認知症相談医、認知症専門外来のある病院、クリニックなど 

地域で集える場所 交流のためのサロン、老人クラブ、公園など 

その他 認知症サポーター養成講座、家族会など 
 

＜図２ 多摩市「高齢者暮らしの応援団」＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多摩市「高齢者暮らしの応援団」

掲載している情報 

←「高齢者暮らしの応援団」の

中面。市全域の地図と、地域包

括支援センター・警察・消防等

の連絡先・所在地が示されてい

るほか、斜線部分がポケットに

なっている。 

↓２つ折りでポケットに差し

込めるリーフレット。配布する

地域等に合わせて差し込むリ

ーフレットを入れ替えるなど、

様々な工夫が可能。 

↑
「
高
齢
者
暮
ら
し
の
応
援
団
」
の
裏
表
紙
。

か
か
り
つ
け
医
や
ケ
ア
マ
ネ
、
家
族
・
親
族
の

緊
急
連
絡
先
の
記
入
欄
を
備
え
て
い
る
。 

「高齢者暮らしの応援団」の一部は以下のＵＲＬで参照できます。 

http://www.city.tama.lg.jp/kenkou/koureisha/008624.html 
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商店街にしぼったマップ。認知症の人と家族が安心して利用できる商店を、種別ごとに異

なるマークで分類、表示してわかりやすく工夫。協力店には、マップと併せて「しんせつマ

ーク」のシールを配布し、店に貼ってもらうよう働きかけを行う。 

 

 

・ 商店街で、認知症の人と家族を優しく見守ってくれたり、さりげなく手助けしてくれる

など、認知症の人と家族が安心して利用できる商店の一覧 

・ 商店でトラブルが発生した際の連絡先（地域包括支援センター）の案内 

・ 家族相談会・認知症サポーター養成講座の紹介 

 

 ＜図３ グループホームかたらい「あんしん生活マップｉｎ祖師谷商店街」》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グループホームかたらい「あんしん生活マップｉｎ祖師谷商店街」 

掲載している情報 

→商店街の店舗を網羅した詳

細なマップ。協力店には、「し

んせつマーク」（下図）のアイ

コンが表示されている。 

↑しんせつマーク

グループホームかたらいは、商店会の協力のもと、商店を一軒一軒訪問し、「あんしん

生活マップ」「しんせつマーク」の趣旨説明と、マップ配布・シール貼付の協力依頼を行

いました。さらに、このつながりを糸口に、協力店舗に対しては「認知症サポーター養成

講座」を実施し、認知症への理解を深めました。 

こうした取組によって、商店街での声かけが活発になり、商店側から「うちの店にもシ

ールを貼りたい」という声があがるようになりました。 

実 践 メ モ
● マップ掲載をきっかけに支援の輪を拡大 

「あんしん生活マップ in 祖師谷商店街」は以下のＵＲＬで参照できます。 

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/zaishien/ninchishou_navi/torikumi/model_jigyou/ 

shienkyoten/index.html 
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３ 資源をつなげるネットワーク効果 

地域資源マップは、作成する主体がどこであるかに関わらず、認知症の人と家族

が生活する目線で取り組むことで、マップを活用する側と地域資源側の双方向から

情報が集約され、作成主体との顔の見える関係が育まれていきます。そうした人的

資源からつながったネットワークは、早期支援や見守り活動、他の事業の基本情報

につながります。民間主体で地域資源マップ作成に取り組む場合、作成についての

予算措置や、関係機関との調整など行政がバックアップし、継続した取り組みにな

るよう支援することが望ましく、地区の特性に応じた柔軟なネットワークの構築に

つなげることが重要です。 

４ 地域資源マップの特徴（まとめ）                           

 練馬区 多摩市 かたらい 

作成主体 区 市 民間（グループホーム）

タイトル 

（規格） 

「高齢者のお役立ち情

報集」 

（Ａ４形 

３５ペー 

ジ） 

 

「高齢者暮らしの応援

団」 

（Ａ５大  

見開きファ 

イル型） 

「あんしん生活マップｉｎ

祖師谷商店街」 

（４つ折パンフ 

レット・展開時 

Ａ３形） 

内容 認知症の人と家族が困

ったことや、知りたい

ことがあった時に利用

できる情報別のガイド

ブック的な編集。 

本体には公的な地域資源

（地域包括支援センター

等）の地図を中心に掲載。

中に短冊形の地区毎の取

組状況やサービス情報を

差し込んで、地域ごとに

活用できるように工夫。

「商店街の商店マップ」

の位置づけで検討し、マ

ップと併せて協力店シー

ル（「しんせつマーク」シ

ール）を作成。 

配布方法 モ デ ル 地 区 内 ８ 箇 所

（地域包括支援センタ

ー他）に設置し配布。 

民生委員、地域包括支援

センター等の支援者が配

布。 

民生委員、地域包括支援

センター等の支援者が配

布するほか、商店街で配

布。 

特徴 

 

マップ自体に「ネット

ワ ー ク づ く り の ツ ー

ル」としての効果がみ

られた。実例を挙げて

内 容 を 検 討 す る こ と

で、役に立つ地域資源

を具体的に知ることに

つながる。 

マップは、ただ配るだけ

でなく支援者が地域に働

きかけるためのツールと

したいというコンセプト

で作成。（地域包括支援セ

ンターごとの）地域性の

ある情報を盛り込める様

式にしている。 

作成前に、認知症の人と

家族、地域包括支援セン

ター等に商店街に関する

アンケートをとり、商店

街理事会の協力を呼びか

けるきっかけとなった。

 

↑
表
紙 

↑
表
紙 

↑
表
紙 
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 早わかり 

  ○ 徘徊ＳＯＳネットワークとは 

    徘徊等による行方不明者が発生した際に、行方不明者の情報を共有し、早期発見・保

護につなげるためのネットワークです。ネットワークの中心は、個人情報の収集・管理

の観点から、区市町村が担うことが求められます。 

  ○ 徘徊ＳＯＳネットワークの構築に向けた準備 

    区市町村管内における徘徊等による行方不明者の現状分析・事例検討を行った上で、

必要な関係者・関係団体へ徘徊ＳＯＳネットワークへの参加を依頼します。想定される

参加者には、区市町村の関係組織のほか、町会・民生委員・商店会などの地域の組織や、

医療機関・介護サービス事業者・認知症の家族介護者の会などが挙げられます。（ P４

６，４７） 

  ○ 徘徊ＳＯＳネットワーク模擬訓練の実施 

    実際の運用を行う前に、模擬訓練を実施し、構築した徘徊ＳＯＳネットワークがどう

機能するかを検証することも重要です。 

認知症地域資源ネットワークモデル事業で実施した模擬訓練からは、「情報配信手段の

長所短所」、「参加者に対する認知症の知識の啓発や声かけトレーニングの重要性」など

運用に当たっての留意点が明らかになっています。（ P４７～４９）     

 標準的モデル 

第５章 徘徊ＳＯＳネットワークを構築するまで 

徘徊等により行方不明となった高齢者の発生時に、早
期発見・保護につなげるため、関係者・関係機関等によ
る徘徊ＳＯＳネットワークを構築する。

事業概要

徘徊等による行方不明者を、地域で早期に発見するた
めの仕組み構築

認知症の人が外出する時や行方不明になった時の、認
知症の人や家族の不安感の軽減

地域での理解や、声かけが浸透することによる、徘徊等
による行方不明発生の予防

事業実施のメリット

個人情報管理の観点などから、区市町村がネット
ワーク構築の中心となることが妥当。
※ただし構成員としては民間団体･地域住民の協力が不可欠。

中心となる担い手

取組の項目

区域内の徘徊発生件数や徘徊発生時の対応
方法などの現状把握

配信する情報の内容や、配信方法を検討

本格運用に先駆けて模擬訓練を実施し、検証

警察との連携が不可欠
ネットワーク参加者や地域住民に対し、徘徊等による行方不明者と思われる人を発見した際の声かけ方法
の講習を事前に行うことで、①安全な保護、②声かけに対する負担感の軽減、が可能になる。
認知症サポーター養成講座や地域資源マップの作成などの場を活用して、徘徊ＳＯＳへの参画を
依頼すると、協力を得やすい。
ＦＡＸでの情報配信は送信完了までに時間がかかるため、民間のＦＡＸ一斉送信サービスを利用する、
メールを併用するなどの工夫が必要。

事業実施のコツ

徘徊ＳＯＳネットワークによる対応フローを検討
し、参加者・参加機関を選定、協力依頼
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解説 

1 徘徊ＳＯＳネットワークの構築に向けた準備 

(１) 徘徊ＳＯＳネットワークの対象者について 

本章では、認知症の周辺症状としての「徘徊」の有無に関わらず、所在が不明となってい

る認知症の人を徘徊ＳＯＳネットワーク事業の対象として想定しています。そのため、本章

では事業の対象者を「徘徊等による行方不明者」と表します。 

 

(２) 徘徊等による行方不明者の現状分析 

徘徊ＳＯＳネットワークの構築に向けては、まず区市町村における徘徊等による行方不明

者の現状分析が求められます。 

その区域内の認知症の人の人数や、区市町村や警察への行方不明届出件数、徘徊等による

行方不明発生時の本人や家族の状況、発見・保護はどのようになされたのか、行方不明にな

ってから発見されるまでの所要時間などを把握することで、徘徊ＳＯＳネットワークの構想

に役立つほか、徘徊等による行方不明の未然防止策の検討にも活用できます。 

なお、都が区市町村を対象に実施した調査では、徘徊等により行方不明となってから発見

されるまでの所要時間の分布は以下のとおりでした。（表１） 

 ＜表１ 徘徊等による行方不明者が発見されるまでの所要日数＞ 

※平成 20 年度の 1 年間に自治体が把握している事案（711 件）についての内訳 

また、管内で徘徊等による行方不明者が発生し連絡を受けた際に、自治体の主管課が現状

でどのような対応をしているかについても把握しておく必要もあります。 

現状把握に当たっては、ネットワーク会議での事例検討も有効です。事例検討により、徘

徊等による行方不明者への関わり方の検討や、発見までに長時間を要したケースの分析など

を行っていくことになります。なお、検討する事例の選定においては、区市町村・地域包括

支援センターや家族会の実体験が貴重な情報源となります。 

 

(３) 徘徊ＳＯＳネットワークへの参加依頼 

区市町村は、徘徊ＳＯＳネットワークを構築するために、地域包括支援センター等を中核

として、町会・民生委員・商店会などの地域の組織や、医療機関・介護サービス事業者・警

察・消防・家族介護者の会など、各層に参加を求めることになります。以下に参加者となり

うる関係者・関係団体の一例を示します。（表２） 

なお、認知症地域資源ネットワークモデル事業を実施した練馬区、多摩市では、徘徊ＳＯ

Ｓネットワークの模擬訓練にあたり、次のように体制を構築しました。（図１）練馬区では徘

徊ＳＯＳネットワークに事前登録した一般住民へ情報配信を行ったり、多摩市では通報から

当日 翌日
3日目～
1週間未満

1週間
以上

不明 合計

82.5% 12.8% 3.0% 1.2% 0.5% 100.0%

発見されるまでの日数内訳

割合
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発見・保護にいたるまで警察と緊密に連携したりと、それぞれに特色あるものとなっていま

す。 

＜表２ 徘徊 SOS ネットワークの構成員として期待される関係者・関係団体（例示）＞ 

＜図 1 練馬区・多摩市の、徘徊ＳＯＳネットワーク模擬訓練の構成図＞ 

（４） 管内の既存ネットワークとの連携について 

一人暮らし高齢者の見守りネットワークや、虐待や防災などのネットワークを既に構築し

ている区市町村では、こうしたネットワークとの連携が求められます。 

２ 徘徊ＳＯＳネットワークの運用に当たっての留意点 

練馬区・多摩市が実施した認知症地域資源ネットワークモデル事業では、徘徊ＳＯＳネッ

トワークの実際の運用は行われませんでしたが、試験的に模擬訓練が実施されました。 

多摩市の徘徊SOSネットワーク模擬訓練の構成図

警察

多摩市主管課

家族・介護者からの
捜索依頼

行
政
（
保
健
所
・地
域
包
括
・

多
摩
総
合
精
神
保
健
福
祉

セ
ン
タ
ー
等
）

多
摩
市
社
会
福
祉
協
議
会

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者

多
摩
市
医
師
会

多
摩
中
央
警
察
署

多
摩
消
防
署

発見

窓口・個人情報
配信に係る家族

の同意取得

事務局

捜索
参加者・
参加団体

１１０番通報

１
１
０
番
へ
発
見
連
絡

捜索情報配信

発見前

発見後

情報提供

捜索終了連絡

発見連絡

発見連絡

負
傷
し
て
い
た
場
合
は
１
１
９
番
通
報

練馬区の徘徊SOSネットワーク模擬訓練の構成図

窓口

事務局

捜索
参加者・
参加団体

警察練馬区主管課

※１１０番通報を
前提に受付

行
政
（
保
健
所
・地
域
包
括
・

安
全
安
心
パ
ト
ロ
ー
ル
カ
ー

等
）

一
般
住
民
（事
前
登
録
者
）

※
認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
講
座

の
受
講
が
必
須

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者

小
売
業
者

練
馬
警
察
署

家族･介護者からの
捜索依頼

発見連絡

発
見
連
絡

捜索情報配信

発見前

発見後

練
馬
消
防
署

発見

１１０番通報

状
況
に
応
じ
て

救
護
要
請

捜索終了連絡

１
１
０
番
へ
発
見
連
絡

通報

多摩市の徘徊SOSネットワーク模擬訓練の構成図

警察

多摩市主管課

家族・介護者からの
捜索依頼

行
政
（
保
健
所
・地
域
包
括
・

多
摩
総
合
精
神
保
健
福
祉

セ
ン
タ
ー
等
）

多
摩
市
社
会
福
祉
協
議
会

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者

多
摩
市
医
師
会

多
摩
中
央
警
察
署

多
摩
消
防
署

発見

窓口・個人情報
配信に係る家族

の同意取得

事務局

捜索
参加者・
参加団体

１１０番通報

１
１
０
番
へ
発
見
連
絡

捜索情報配信

発見前

発見後

情報提供

捜索終了連絡

発見連絡

発見連絡

負
傷
し
て
い
た
場
合
は
１
１
９
番
通
報

練馬区の徘徊SOSネットワーク模擬訓練の構成図

窓口

事務局

捜索
参加者・
参加団体

警察練馬区主管課

※１１０番通報を
前提に受付

行
政
（
保
健
所
・地
域
包
括
・

安
全
安
心
パ
ト
ロ
ー
ル
カ
ー

等
）

一
般
住
民
（事
前
登
録
者
）

※
認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
養
成
講
座

の
受
講
が
必
須

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者

小
売
業
者

練
馬
警
察
署

家族･介護者からの
捜索依頼

発見連絡

発
見
連
絡

捜索情報配信

発見前

発見後

練
馬
消
防
署

発見

１１０番通報

状
況
に
応
じ
て

救
護
要
請

捜索終了連絡

１
１
０
番
へ
発
見
連
絡

通報

関係者・関係団体の例

高
徘徊SOSネット
ワークの中心と
なる関係者

●区市町村所管課　●地域包括支援センター
●警察　　●消防
●ネットワーク会議参加者

中
徘徊SOSネット
ワークの一翼を
担う関係者

●介護サービス事業者
●地区社会福祉協議会
●医療機関　　　●介護家族者の会
●民生委員　　　●ボランティアセンター

低

本来業務上の関
係は薄いが、現
場に居合わせる
可能性の高い関
係者

●公共交通機関　●新聞配達業者　●タクシー会社
●コンビニエンスストア、薬局等の小売業者
●金融機関　　　●郵便局　　　　●町会
●商店街　　　　●商工会　　　　●学校
●老人クラブ　　●地域住民　等

徘徊ＳＯＳネットワークと
本来業務の関連度
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ここでは、模擬訓練の実施・検証から得られた成果や課題を元に、徘徊ＳＯＳネットワー

クの運用にあたっての留意点等を記します。 

 

(１) 配信する情報の内容について 

徘徊等による行方不明者の捜索に当たっては、性別、おおよその年齢、服装・持ち物・髪

型などの外見の特徴といった情報があるだけで発見に役立てることができます。また、どの

ように声をかけてほしいかなどの補足情報があると、声かけや保護の際に有用です。 

徘徊ＳＯＳネットワークで配信する情報は、ともすると悪用される可能性があるため、事

前に配信内容を精査することが重要です。 

  

(２) 情報の配信手段について 

徘徊等による行方不明者が発生した場合には、迅速な対応が求められるため、徘徊ＳＯＳ

ネットワークで情報配信を行う場合の配信手段についても十分に検討を行う必要があります。 

多数の参加者に情報配信を行う場合に利用できる手段としてファクスと電子メールがあり

ますが、それぞれ以下の特徴があります。（表３） 

  また、それぞれのメリット・デメリットを把握した上で、徘徊ＳＯＳネットワーク参加者

や配信先の特性に応じて適切な手段を用いる必要があります。 

＜表３ ファクス、電子メールの性質の比較＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 個人情報の保護について 

徘徊ＳＯＳネットワークにおいて、行方不明者の情報配信を行う場合、個人情報の取扱い

に十分に留意する必要があります。 

練馬区の初回の模擬訓練では、捜索情報のＦＡＸ配信時に、話中の回線へ繰り返しリ

トライが行われたために送信が滞留し、捜索対象者を発見・保護した段階でも、全関係

者への配信が完了していませんでした。 

そこで、２回目の模擬訓練では民間のＦＡＸ送信サービスを導入したところ、配信完

了までの所要時間が大幅に短縮され、関係者への迅速な情報提供が可能になりました。 

実 践 メ モ
● ＦＡＸ配信の業者委託で配信時間を短縮 

ＦＡＸ
（事務局による配信）

ＦＡＸ
（業者委託）

電子メール
（事務局による配信）

配信の所要時間 ★
（遅い）

★★★
（早い）

★★★
（早い）

所要経費 ★★
（コスト中）

★
（コスト大）

★★★
（コスト小）

事務局の業務量 ★
（多い）

★★★
（少ない）

★
（多い）

受信者に
必要な機器 電話回線及びＦＡＸ 電話回線及びＦＡＸ インターネット環境

または携帯電話

受信確認 不可能 不可能 可能
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個人情報保護法では、本人の同意を得ずに個人情報を第三者に提供することを原則として

禁止していますが、現に徘徊によって行方不明者が生じている場合には、個人情報保護法 23

条２項等に規定する例外に該当すると考えられ、本人の同意を得ずに個人情報の第三者提供

を行うことが可能です。（詳細は「第 2 章 関係する諸法規について」を参照） 

  また、配信した個人情報の流出等を防止するために、配信した情報の管理に関するルール

を事前に定め、徘徊ＳＯＳネットワークの参加者に徹底させるなどの対応も必要となります。 

 

(４) 夜間・休日の対応について 

徘徊等による行方不明者が発生した場合は、迅速に徘徊ＳＯＳネットワーク内で情報共有

を行うことで、本人のリスクの減少と家族の不安感の軽減が期待できます。そのため、徘徊

等による行方不明者に関する連絡・相談・通報については、夜間・休日であっても可能な限

り対応できることが望まれます。 

区市町村の主務課が窓口となる場合、夜間及び閉庁日の対応が課題となりますが、係員の

持ち回りによる休日対応や、特別養護老人ホーム等への委託による夜間対応で受付体制を確

保している区市町村もあります。また、全国の取組では、警察が徘徊ＳＯＳネットワークの

窓口となることで２４時間対応を実現している事例もあります。 

 

(５) 保護場所の確保 

徘徊等による行方不明者を発見し、無事保護できたとしても、身元がわからない場合など、

宿泊可能な施設での保護が一時的に必要となる場合があります。こうした場合に備え、高齢

者虐待のシェルター（避難所）や、自治体が運営する介護サービス事業所・施設を一時保護

場所として利用できるよう準備しておくことが必要です。また、発見時の状況によっては救

急搬送が必要な場合もあるので、消防との連携も重要です。 

 

(６) 模擬訓練の実施による徘徊 SOS ネットワークの検証 

徘徊 SOS ネットワークの運用を開始する前に、実際に徘徊 SOS ネットワークがどう機能

するかを、模擬訓練の実施によって検証していくことも重要です。 

模擬訓練の実施においては徘徊等による行方不明者の捜索に必要な情報(ダミー情報)を、参

加者あてに FAX・メール等で配信し、迅速かつ正確な情報の送信・受信ができているか、通

常の業務や生活の中での目配り・発見・声かけ・連絡ができるかや、配信する情報に過不足

がないか、徘徊ＳＯＳネットワークの参加者・参加機関は十分かなどを検証していきます。 

 ＜練馬区の模擬訓練の様子（発見・通報）＞ ＜多摩市の模擬訓練の様子（救急搬送）＞ 
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(７) 認知症の正しい理解の普及と、声かけのトレーニングについて 

徘徊 SOS ネットワークの参加者は、認知症の人と接することを本来業務としている人ばか

りではありません。そこで、折に触れて「認知症サポーター養成講座」などを開催し、認知

症に対する正しい理解を持ってもらえるように工夫することが必要です。 

また、徘徊が疑われる人を発見した時に、実際に声をかけたり、安全に保護するためには、 

参加者に相応の声かけ能力が求められますので、演習などを通じて声かけの実践的なトレー

ニングを行うとより効果的です。 

さらに、認知症に対する正しい理解や、声かけができる人材が地域に広がることで、認知

症の人が一人で外出している時にも、さりげない見守りや気軽な声かけが期待でき、徘徊等

による行方不明の予防にもつながります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 徘徊ＳＯＳネットワークの広域対応について 

(１) 徘徊等による行方不明者の広域移動 

交通網の発達した都内では、徘徊等による行方不明者が交通機関を利用して広域を移動す

ることがあり、実際に他府県で徘徊等による行方不明者が保護されたという事例もあります。 

 

(２) 警察・消防・他区市町村との連携 

徘徊等による行方不明者が広域を移動した場合、１区市町村だけでの行方不明者の保護は

困難を極めます。 

そのため、全都的な区市町村間の連携、徘徊等による行方不明者の他区市町村での発見・

保護において、都は重要な役割を担っています。保護される可能性の高い警察・消防は言う

に及ばず、区市町村間の連携においても、その連携を主唱し、主導していくことが、都に求

められています。 

多摩市では、ネットワーク会議に参加する地域住民が中心とな

って、家族介護者の会の会員や老人クラブのメンバーとともに、

認知症の正しい理解を広めるための寸劇を作成しました。企画か

ら台本作成・舞台装置の準備・練習に至るまでが自主的に行われ

たこの寸劇は、「徘徊ＳＯＳネットワーク模擬訓練」の一環として、

認知症サポーター養成講座の中で上演され、好評を博しました。 

また、多摩市は「声かけ訓練」の際も、不適切な例と適切な例を寸劇仕立てで実演す

ることで、望ましい対応方法を効果的に周知しました。 

実 践 メ モ
● 住民中心の寸劇で正しい理解を普及 

↑寸劇の様子 
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 早わかり 

○ 家族介護者の会とは 

  認知症の人の介護を担う家族同士が集まり、お互いに介護に関する体験談や、情報の

交換などを行う場で、介護者の孤独感の解消や精神的なケアにつながります。（ P５２） 

○ 家族介護者の会の立ち上げ支援について 

  介護している当事者だけでは、家族介護者の会の立ち上げは困難です。区市町村や民

間団体等により、①場所の確保、②支援者の確保、③参加者の募集、の３点についてサ

ポートがあると、スムーズな立ち上げが期待できます。（ Ｐ５３、Ｐ５４） 

○ 家族介護者の会の運営のポイント 

  ①介護者が主体となって運営がなされるよう、専門職の関わり方を工夫、②参加でき

る介護者の範囲を広げるため、認知症の人を見守るミニデイを併設、③地域のボランテ

ィア（家族介護者パートナー）との協働、といったポイントを押さえると、継続的な家

族介護者の会の運営に効果的です。（ P５５、５６） 

○ 介護サービス事業者が主体となる家族介護者の会の運営について 

  介護サービス事業者による地域活動（P５９）として、家族介護者の会を実施すること

で、事業者と家族の相互の理解が深まるなどの派生的効果も期待できます。（ P５６、

Ｐ５７） 

標準的モデル 

 

第６章 家族介護者の会の育成支援 

家族介護者の会の立ち上げ支援及び活動支援により、
家族介護者同士のネットワークを構築し、認知症の人と
家族を支援する。

事業概要

介護者が同様の介護体験を共有、共感することによる
孤立感の軽減
病気に関する知識や、地域の様々な資源の情報を入
手することによる、効果的なサービス利用の促進
介護技術や対応のコツを参加者同士で共有することに
よる認知症の人への対応の改善
家族介護に携わる仲間ができることによる、安心感・社
会的居場所の確保
認知症の人と家族に余裕が生まれることによる、在宅生
活の継続

事業実施のメリット

区市町村や民間団体等、誰でも担い手になりうる。

中心となる担い手

取組の項目

既存の家族介護者の会等にヒアリングを行い、
課題を抽出

抽出した課題をもとに立ち上げ支援・運営支
援を実施

立ち上がった家族介護者の会に対しては、運営
支援を継続しつつ、自主化を図る

他の家族介護者の会との交流を支援

最終的には家族介護者やボランティアが運営の中心となることが望ましい。
家族介護者の会では専門職の支援が得づらいため、特別な研修を受けたボランティアや社会福祉
士の派遣などの人的支援が効果的。
開催場所としては、休業日のデイサービス事業所なども活用可能。

事業実施のコツ
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合計

介護し
ている
あなた
の健康
や体力
が厳しく
なってき
た

介護に
かかる
費用が
大きく、
家計が
苦しく
なってき
た

介護し
ている
あなた
が介護
にかか
りきり
で、社会
から孤
立してき
た

介護生
活がこ
れから
どのくら
い続くの
か、先
が見え
ない

ご本人
の認知
症の進
行が速く
なってき
ている
のでは
ないかと
不安に
なってき
た

介護し
ている
あなた
の精神
的なスト
レスや
不安が
強くなっ
てきた

家庭内
の人間
関係が
うまくい
かない

その他

不安に
感じてい
ることは
ない

無回答

人数 56 30 12 5 27 17 31 4 7 9 0

割合 100.0% 53.6% 21.4% 8.9% 48.2% 30.4% 55.4% 7.1% 12.5% 16.1% 0.0%

解説 

１ 「家族介護者の会」の意義―家族の揺れる気持ちを受けとめる場－ 

（１） 家族介護者の会とは何か 

家族介護者の会（または家族会）とは、主に在宅で介護を担う家族が、月に１回程のペー

スで集合し、日ごろの在宅介護の状況を話したり、家族としての思いや悩みを共有したり、

知識や知恵、あるいは地域の様々な情報を交換することで、家族介護者として精神的な安定

と学び、介護に向かうエネルギーを得る地域の介護仲間同士の支え合いの場です。 
 
（２） 家族介護者にとっての家族介護者の会の意義 

認知症の人を抱えた家族にとって、第一の困難は、「認知症」という病気を受け入れる行為

です。家族は、認知症との診断にショックを受け、今後認知症がどのように進行していくの

か、不安にかられ混乱することも多いのです。 

さらに、はじめのうちは同居していない親族等から、“認知症”という病気や本人との日常

生活について、理解や納得を得られないことが多くあります。このため、生活を共にし、介

護を担っている家族は、周辺症状等への対応に戸惑いと混乱を感じつつ、周囲に理解されな

い孤立感や不安感、イライラした思いが募り、その結果、認知症の本人の行動や言動に反応

し、怒りをぶつけてしまうこともあります。 

また、都の実施した調査では、半数以上の家族が精神的なストレスや不安の強まりを不安

に感じているという結果があります。（表１） 

こうした家族介護者にとって、孤立感の解消や情報を得る場として「家族介護者の会」の

存在はとても重要な場となります。 

 ＜表１ 介護している中で、不安に感じていること（複数回答）＞ 

東京都在宅高齢者実態調査（専門調査（平成２１年３月））より 

 
（３） 地域・行政にとっての意義  

「家族介護者の会」には、保健所において保健師の主導で行われている集まりや、あるい

は自助グループとして開催されているものなど様々な形がありますが、これまであまり広く
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周知されてはいませんでした。 

しかし、地域で暮らす認知症高齢者がますます増えることが予想されている今、家族介護

者が気持ちを吐露したり、悩みを相談できたりする「地域の寄り合いの場」をつくることが

大切です。 

まず第１に、家族介護者が、介護について直接学べる場を増やすことができます。 

第２に、家族介護者を地域で支援する場をつくることが、高齢者虐待を未然に防ぐ予防的

取組として機能すると考えられます。 

第３に、地域に発信し、家族介護者を啓発する地域資源になっていく可能性を持っていま

す。 

 このように、家族介護者の会は、行政が地域で支援体制を構築する上で欠かせない取組と

いえます。さらに行政が立ち上げ等の初動の取組に関与すると、市民にとっては信頼も高ま

り、安心して参加しやすくなるという効果があります。 

 

２ 家族介護者の会の効果（家族介護者にとって） 

○家族介護者が同じような介護体験や想いを共有することにより孤立感が軽減され、精神的

余裕を持てるようになり、少しずつ見通しを持って前向きに介護に取り組めるようになりま

す。 

○様々な知識・情報を交換したり、介護技術やコツを参加者同士で伝授することにより、効

果的にサービスを導入したり、様々なやり方を試したり、自分だけの介護の仕方に執着しな

くなります。 

○仲間との時間ができ、家族介護者自身の社会的な居場所を見出すようになり、結果的に家

族介護者のＱＯＬの向上につながります。 

 

３ 家族介護者の会の立ち上げ支援 

介護している当事者だけでは、家族介護者の会の立ち上げは難しいため、区市町村や介護

サービス事業者、ＮＰＯなどの民間団体による支援が効果的です。支援策の検討に当たって

は、既存の家族介護者の会へのヒアリングも有効です。 

家族介護者の会の立ち上げ支援の主なポイントは、①場所の確保、②支援者の確保、③参

加者の募集、の３つです。 

 

（１） 場所の確保 

開催には、同じ会場を継続して確保することが必要です。 

しかし、固定的に確保できる会場は少なく、資金面でも苦慮することになります。区市町

村や介護サービス事業所の空きスペースなどの提供を受けられれば、会の継続的な開催にと

って大きな助けとなります。介護サービス事業所が、空き時間を家族介護者の会に開放する
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ことは地域に窓を開くことにもなります。 

 

（２） 支援者の確保 

会の運営などに協力する「家族介護者パートナー」を事前に養成しておくと、立ち上げや

その後の運営を順調に行うことができます。 

認知症サポーターなど、認知症支援に関心のある希望者に対して、区市町村や社会福祉協

議会、ＮＰＯ等の市民団体などと協働で研修を実施し、家族介護者の会のボランティアとし

て育成することが望ましいでしょう。 

 

（３） 参加者の募集 

参加者の募集に際しては、区市町村の広報媒体等を通じた周知が効果的です。家族は、地

域での外の輪に交わることに不安を感じますが、区市町村からのお知らせであれば、信頼性

が高く目にする機会も多いため、参加率の向上に有効です。 

また、別の手段としては、家族介護者向けの勉強会や交流会の単発の実施によって、参加

者同士の関係づくりを行い、自然発生的に家族介護者の会を立ち上げる方法もあります。 

４ 家族介護者の会の運営支援 

立ち上がったあるいは既存の家族介護者の会には、次のような支援が望まれています。 

 

（１） 人的・経済的支援 

家族介護者に寄り添いながら様々な支援を行う「家族介護者パートナー」の存在は、会が

継続して開催されるために欠かせない存在です。「家族介護者パートナー」が定期的に継続

して支えられるように、場所代や交通費等の実費保障をすることも考慮する必要があります。 

会の運営には、話しやすい雰囲気づくりや環境づくりが必要になります。お茶やお菓子を

用意するといったこともよりリラックスした雰囲気づくりのために案外大切です。 

 

（２） イベント開催への支援 

新たな家族介護者が参加しやすくするための工夫として、家族介護者の会が研修会などの

イベントを実施することも有効です。 

講師を派遣・紹介したり、家族が参加しやすくするために、本人を見守るミニデイを併設

したり、見守りヘルパーを派遣するなど柔軟な対応が必要です。 

 

（３） 広報の支援 

広報活動を参加している家族だけで行っても、周知できる範囲は限定的です。 

家族介護者の会の存在や研修の告知のための広報ちらしを市区町村の相談窓口や地域包

括支援センター、保健所等に配置したり、在宅介護の現場に赴くケアマネジャーやヘルパー

の連絡会等に提供すると効果的です。 
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５ 家族介護者の会運営のポイント 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 専門職の関わり方について 

家族介護者の会のプログラムとして、ミニ研修や個別の専門的な相談を同時に開催する場

合や、交流会の話題の中で専門的見地からのアドバイスや情報提供が必要な場合などもあり、

介護職や保健師、社会福祉士といった専門職の側面的なサポート体制があるととても有効で

す。ただし、専門職が中心となって運営すると、参加している家族は受動的な立場になりが

ちです。 

家族介護者の会を地域資源として育成していく視点で見ると、基本的には、家族介護者や

OB、ボランティアを主体として、運営することが望ましいので、専門職には、一歩引いた

立場から、“参加者がいかに主体的に運営に参画していけるか”という視点で、グループと

しての育ちを見守ることが求められます。 

＜図１＞家族介護者の会の活動と役割分担（例） 

家族介護者の会

交流会 専門相談ミニ研修

家族介護者が集まり、茶話会形
式で、介護上の悩みを共有した
り、情報交換などを行う場

専門職を講師と
して招き、認知
症などについて
学ぶセミナー形
式の勉強会

医療・介護の専
門職が、日ごろ
の診察などとは
別の立場での
相談に応じる場

「ミニデイ」等

家族が家族介護者
の会に参加中に、本
人を見守るなど、家
族が参加しやすい環
境づくり

支 援

行政 家族介護者パートナー専門職

広報

活動場所の提供

講師派遣・紹介

活動経費の補助

広報

活動場所の提供（事業所の開放等）

講師・相談員派遣

ボランティア（家族介護者パートナー）

養成

交流会等の運営協力

運営支援（進行・雑務・事務・会計等）

広報（地域への声かけ等）

個別の相談・傾聴

講師等のコーディネート

その他会員のニーズに応じた支援

家族介護者の会

交流会 専門相談ミニ研修

家族介護者が集まり、茶話会形
式で、介護上の悩みを共有した
り、情報交換などを行う場

専門職を講師と
して招き、認知
症などについて
学ぶセミナー形
式の勉強会

医療・介護の専
門職が、日ごろ
の診察などとは
別の立場での
相談に応じる場

「ミニデイ」等

家族が家族介護者
の会に参加中に、本
人を見守るなど、家
族が参加しやすい環
境づくり

「ミニデイ」等

家族が家族介護者
の会に参加中に、本
人を見守るなど、家
族が参加しやすい環
境づくり

支 援

行政 家族介護者パートナー専門職

広報

活動場所の提供

講師派遣・紹介

活動経費の補助

広報

活動場所の提供（事業所の開放等）

講師・相談員派遣

ボランティア（家族介護者パートナー）

養成

交流会等の運営協力

運営支援（進行・雑務・事務・会計等）

広報（地域への声かけ等）

個別の相談・傾聴

講師等のコーディネート

その他会員のニーズに応じた支援

練馬区及び多摩市の取組では、家族介護者の会への支援策の検討に際して、既存の家族

介護者の会の代表者からヒアリングを行いました。離れた地域から参加している家族介護

者がいるなど、会そのものが不足している地域があることが明らかになったほか、代表者

から会の現状がありありと語られたことで、ネットワーク会議では、インターネットによ

る家族介護者の会の設立の可能性や、ボランティアが活動しやすくするための工夫などに

ついて具体的なアイデアが提案されるなど、活発な議論がなされました。 

実 践 メ モ
● 関係者の生の声を議論に反映 
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具体的には、「交流会」で、ファシリテーター（中間支援的な進行役）となり、家族同士

の意見交換を促したり、一人の参加者が延々と話をしている場合などに交通整理役となるこ

とが求められます。 

タイミングを見計らって、「ここで話されたことは他言しない。」「参加者みんなの時間な

ので独り占めしない。」「自分のやり方を人に押し付けない。」などの会のルール決めを、規

則を押し付けないやり方で進めていくことも重要です。 

また、プログラムの一つとして、「ミニ研修」を開催し、その講師を務めたり、「専門相談」

を行って家族からの個別相談に応じることなどにより、家族介護者の様々なニーズを満たす

ことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 参加しやすくする工夫―本人のミニデイを併設する 

家族介護者の会に家族が参加しやすくするには、本人を連れて来られる仕組みが必要です。

例えば、会場の隣に、認知症の人を見守るためのミニデイを併設することで、家族介護者の

会に参加できる家族の幅を広げることができます。また本人の社会性の維持、デイサービス

などへのスムースな移行も期待できると考えられます。 

 

（３） 今後の継続運営にむけてーボランティアとの協働･他の会との交流 

「認知症の人の支援を地域でしたい。」「家族を支える活動をしたい。」という地域活動ニー

ズを持った人は潜在的に多く存在します。 

家族介護者の会に併設するミニデイ等については、今後は、特別な研修を受けたボランテ

ィアとの協働開催が望まれます。 

また、会の発展のためには、家族介護者パートナーなどが中心となって、他の家族介護者

の会との交流を支援することも重要です。 

 

 

 

 

 

 

グループホームかたらい（認知症支援拠点モデル事業）では、精神科医や臨床心理士な

ど心のケアの専門職が参加した家族介護者の会が開催されました。 

このように、専門職が認知症の症状や薬などについて診察とは別の立場で相談にのって

くれる場は、家族介護者にとってとても貴重です。 

実 践 メ モ
● こころのケアの専門家による専門相談 

認知症支援拠点モデル事業においては、モデル事業者が実施した「認知症サポーター養

成講座」の受講者に対し、ボランティア活動についてのアンケートを行い、希望者に対し

て別途活動内容に応じた研修等を行う方法が多く取られました。 

さらに、至誠キートスホーム（認知症支援拠点モデル事業）では、市の広報誌にボラン

ティア研修の目的・内容を掲載して周知することにより、潜在的な人材の発掘と活用を図

りました。 

実 践 メ モ
● ボランティアの発掘・育成あれこれ 
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６ 介護サービス事業所が主体となる家族介護者の会の運営 

認知症支援拠点モデル事業においては、通常であればインフォーマルな資源としての「家

族介護者の会」すなわち「家族の集まりの場」としてのサロンスペースの提供を、介護サー

ビス事業者がモデル実施をしたことに大きな特徴があります。 

通常、事業所主催の「家族会」は、利用者家族の集まりであることがほとんどであるため、

このような「家族介護者の会」の運営形態は、介護サービス事業所を舞台とした専門職によ

る“「地域の家族介護者の会」立ち上げの実践モデル”として他の地域や事業所に拡がる可能

性を含んだ事業といえます。 

介護サービス事業所が、運営の主体となるメリットとして、事業所のスタッフが家族を支

援することの重要性を体感できるという点が挙げられます。 

認知症の人を援助する立場のスタッフとしては、本人の利益を第一に考え、家族に対して

は、介護する者として（利用者に対し）こうあってほしい、という願いを全面に出しがちで

す。しかし、家族介護者の会の運営を通じて、家族が想像以上に精神的に追い詰められたり、

負担を感じている様子と向き合う中で、家族のおかれている状況を理解することができます。 

また認知症の人や家族にとっては、介護サービス事業所を身近に知ることができるため、

介護保険サービスの利用に対する心理的抵抗が軽減するなど、双方にとって効果的な交流の

機会となります。 
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 早わかり 
○ 介護サービス事業者による地域活動とは 
  認知症支援の専門知識・ノウハウを有する介護サービス事業者が、近隣の認知症の人

と家族を支える活動を担うことで、地域の支援拠点を新たに創出します。 

○ 認知症支援拠点モデル事業における取組の分類 
  都の認知症支援拠点モデル事業では、5 つの介護サービス事業者が、「認知症緊急時対

応サービス」「手作りプランターによる地域交流」など、事業所の特性を活かした独自の

活動や、「認知症勉強会の実施」「家族会の開催」など多くの事業所で応用が可能な地域

活動を行いました。（ Ｐ６０、６１） 

○ 地域コーディネーターの意義と役割 
  介護サービス事業者と地域との窓口である「地域コーディネーター」を介護サービス

事業所に配置し、顔の見える関係をつくることが、地域の協力を得るのに効果的です。

地域コーディネーターは、地域活動の企画・事前調整及び進行管理、区市町村・関係団

体や地域住民との連絡調整などを担います。（ Ｐ６２） 

○ 行政による支援が必要 
    介護サービス事業者が、信頼性・継続性を確保して、地域を巻き込んで活動を行うた

めには、①民間事業者等との事前調整、②地域活動の参加者募集、③地域活動に係る経

費の継続的な支援など、区市町村や地域包括支援センター等行政からの支援が不可欠で

す。（ P６２、６３） 

標準的モデル 

 

第７章 介護サービス事業者による地域活動 

地域で認知症の人を支援している介護サービス事業者
による、認知症に対する理解促進や、認知症の人と家族
の支援の拠点となりうる地域活動などの自主的な取組

事業概要

地域における認知症の人と家族の支援拠点の新規創
出

地域の状況に応じたきめ細やかな支援の提供

介護サービス事業者の有する専門的知識の活用による、
認知症の特性を踏まえた支援の提供

拠点となる介護サービス事業者の日ごろの取組を、地
域に発信可能

事業実施のメリット

地域において認知症の人の支援を行っている介
護サービス事業者

中心となる担い手

取組の項目

拠点づくりの中心となる「地域コーディネー
ター」を事業所に配置

区市町村との役割分担の確立と連権体制の確保

完成版の印刷、配布

地域の参加を募る場合には、区市町村や地域包括支援センター等の協力を得ることで信頼感が増し、協
力を得やすい。
地域との関係づくりの核となる人物「地域コーディネーター｣を事業所に配置することで、地域との連携が促
進される。
事業がもたらす成果やメリットを具体的に提示できると、地域の協力を得やすくなる。
個人情報の第三者提供等が必要となる取組は、情報の取扱いに課題が多く、あまりなじまない。

事業実施のコツ

認知症の人と家族の、地域における支援拠点
となるための独自の取組を検討

地域で認知症の人を支援している介護サービス事業者
による、認知症に対する理解促進や、認知症の人と家族
の支援の拠点となりうる地域活動などの自主的な取組

事業概要

地域における認知症の人と家族の支援拠点の新規創
出

地域の状況に応じたきめ細やかな支援の提供

介護サービス事業者の有する専門的知識の活用による、
認知症の特性を踏まえた支援の提供

拠点となる介護サービス事業者の日ごろの取組を、地
域に発信可能

事業実施のメリット

地域において認知症の人の支援を行っている介
護サービス事業者

中心となる担い手

取組の項目

拠点づくりの中心となる「地域コーディネー
ター」を事業所に配置

区市町村との役割分担の確立と連権体制の確保

完成版の印刷、配布

地域の参加を募る場合には、区市町村や地域包括支援センター等の協力を得ることで信頼感が増し、協
力を得やすい。
地域との関係づくりの核となる人物「地域コーディネーター｣を事業所に配置することで、地域との連携が促
進される。
事業がもたらす成果やメリットを具体的に提示できると、地域の協力を得やすくなる。
個人情報の第三者提供等が必要となる取組は、情報の取扱いに課題が多く、あまりなじまない。

事業実施のコツ

認知症の人と家族の、地域における支援拠点
となるための独自の取組を検討
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解説 

１ 「地域における認知症の人と家族への支援の拠点」を介護サービス

事業者が担う意義 
介護サービス事業者が「認知症と家族の支援の拠点を担う」ことの利点は、①専門職とし

て知識やスキルがあること、②認知症の人や家族の身近にいて実態が把握できていること、

そして何よりも、③人を思う熱い心があることだと思います。 

東京は社会資源が比較的町中にあり、介護サービス事業者も多数、多様にあります。認知

症ケアに関する専門知識・ノウハウを有する介護サービス事業者が認知症支援の拠点となり、

地域の様々な社会資源の連携を促すことで、認知症の人と家族が地域の中で安心して暮らせ

る仕組みをつくることが、介護サービス事業者による地域活動の狙いです。 

また、拠点となる介護サービス事業者にとっては、日ごろの取組を地域に発信できるとい

う利点があります。 

こうした介護サービス事業者による地域活動をモデル的に実施した「認知症支援拠点モデ

ル事業」では、５つの介護サービス事業者が、「認知症の人と家族が地域で安心して暮らせる

地域づくり」を目指し、区市町村と連携の上で、地域の認知症ケアの拠点として機能を発揮

しました。 

２ 認知症支援拠点モデル事業における取組の分類 
表１では、モデル事業において、複数の事業者が実施した取組を「共通の取組」として、

それ以外のものを「事業者の特性を活かした取組」として各事業を分類しています。（表１） 

 ＜表 1 認知症支援拠点モデル事業における取組の一覧＞ 

「共通の取組」は汎用性の高い事業で、事業所の形態や地域特性に合わせて実施すること

が可能です。 

「事業者の特性を活かした取組」には、「共通取組」ほど汎用的ではありませんが、介護サ

ービス事業者ならではの強みを活かした独自の取組が目立ちます。２４時間対応が可能な小

複数の事業者に共通の取組

○認知症勉強会や認知症サポーター養成講座
○ボランティアの養成講座
○認知症についてのパンフレット作成・配付
○家族介護者の会・介護者教室
○介護職・医療職等、多職種による連絡会や事例検討会

介護サービス事業者の特性
を

活かした取組

○認知症緊急時対応サービス
○安心して利用できる商店マップ作り
○会食会（保健師等による健康相談も同時開催）
○看護師等専門職による専門相談
○手作りプランターの設置による地域交流活動
○地域住民、地域組織、自治体等による懇談会への参加
○認知症高齢者の実験的就労デイ
○休業日の通所介護事業所を活用したサロン活動の開催

介護サービス事業者による
実施に課題がある取組

○高齢者在宅マップづくり
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規模多機能型サービスの強みを活かした「認知症緊急時対応サービス」のように、それぞれ

の事業者が自らの強みや地域の特性などを考慮して事業を創出しています。（事業者ごとの取

組一覧は、参考資料（Ｐ６７～７２）に掲載） 
 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、事業内容によっては、実施が困難な取組もあります。認知症支援拠点モデル事業

では、一定区域内の認知症の人の情報を収集して地図を作成し、いざという時に運用を行う

「高齢者在宅マップづくり」という取組計画がありましたが、個人情報の第三者提供や情報

管理の面で課題が多く、実現には至りませんでした。 

 

 

 

 

 

３ 地域の協力を得るためのポイント ～モデル事業のノウハウから～ 

地域の構成員を認知症の人・家族との関わりから分類すると、(1)地域住民・組織、(2)専

門職、(3)行政の３つに分類することができます。（表２） 

    ＜表２ 認知症の人・家族との関わりからみた地域の構成員の分類＞ 

 

 

 

 

 

 

 

グループホームかたらいでは、小中学生を対象に、事業所体験と併せてサポーター養成

講座を実施しました。また、グループホームきずなでは、地域の祭典にブースを出展して

講座を実施したり、中学校の総合学習の時間や高校の保健体育の時間に、講師として出向

いて実施するなど、対象者に合わせた様々な工夫をしています。 

実 践 メ モ
● 事業所の形態や地域特性にあわせた

サポーター養成講座 

分類 主な構成員

民間事業者（企業・商店街等）

住民組織（商店街・町会等）

地域内の住民（個々の住民）

学校・民生委員・社会福祉協議会　

他の介護サービス事業者・ケアマネジャー

医療機関

区市町村主管課

地域包括支援センター

地域住民・組織

専門職

行　政

＜図１ 事業者の特性を活かした取組の様子（手作りプランターの設置による地域交流活動＞ 

↑
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
入
居
者
、
地
域
住
民
、
学

生
、
職
員
等
が
協
力
し
て
プ
ラ
ン
タ
ー
を
作
成

↑
で
き
上
が
っ
た
プ
ラ
ン
タ
ー
を
近
隣
へ
配
布
。

地
域
と
事
業
所
に
つ
な
が
り
が
生
ま
れ
た
。 



第２部 認知症の人と家族が地域で安心して暮らせる地域づくりの進め方 

第７章 介護サービス事業者による地域活動 

 

- 62 - 

認知症支援拠点モデル事業に対する協力の有無をみると、専門職や行政からの協力と比較

して、地域住民・組織からの協力は得られにくく、特に、企業・商店街等の民間事業者から

協力を得られた取組は少数に限られました。 

その原因として、地域の企業や商店街等は必ずしも個々の介護サービス事業者のことを知

っているわけではないことや、営利目的の勧誘だと思われたりすることにより、そもそも話

を聞いてもらえなかったり、信頼を得るまでに時間がかかったことが挙げられます。また、

事業の意義を共有し、協力を得るには、十分に時間をかけることが必要です。 

企業・商店街等の多様な社会資源が地域の中に存在していることを東京の地域特性の一つ

として考えると、こうした地域の民間事業者の協力なしに、十分な地域づくりを進めること

ができません。 

そこで、多様な社会資源の参画を得るには、信頼性、継続性の確保に配慮した取組を進め

ることが重要です。 

 

（１） 窓口を明確に－拠点づくりの中心となる「地域コーディネーター」の配置－ 

介護サービス事業者を核として、地域との関係づくりを行うためには、地域において認知

症ケアの拠点づくりの中心となる職員を「地域コーディネーター」として配置することが効

果的です。地域コーディネーターは、事業所と地域との橋渡しを担う存在で、地域活動を行

うに当たり、区市町村や関係機関との連絡調整や、地域住民の対応、進行管理などを行いま

す。 

外部との連絡を専ら地域コーディネーターが受け持つことで、地域における顔の見える関

係づくりが可能となります。 

 

＜地域コーディネーターの具体的な役割＞ 

○地域住民との連携や交流の窓口 

○地域の中で認知症ケアの拠点となるための独自の地域活動の企画 

○地域住民・組織が、認知症の人の支援を行う際のニーズ・課題を把握 

○事業の事前調整、当日の進行管理 

○区市町村・地域包括支援センター等、地域の関係機関・団体との調整・連携 

 

（２） 定期的・継続的な連絡を 

地域活動の実施に伴う関係機関等との調整に当たっては、定期的・継続的な連絡が望まれ

ます。 

地域の関係者との協働に当っては、ニーズ・情報の共有が欠かせません。介護サービス事

業所の繁忙に左右されることなく、定期的な連絡を取り、関係性を持続することが重要です。 

 

（３） 協力する関係者や組織にとってのメリットの提示 

事業の実施に当たって、地域の関係者や組織の協力が必要な場合は、事業実施によって、

協力をする関係者や組織にどんなメリットが生じるのかを、具体的に示せると効果的です。 
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認知症支援拠点モデル事業の例では、「あんしん生活マップ」（P４３）に個人商店の掲載を

依頼する際に、まず、商店会からの依頼に応じて商店街利用者の商店街に対するニーズ調査

を行った上で、「あんしん生活マップ」の意義や、「商店だけでは対応の困難な認知症の人が

来客した場合は、地域包括支援センターの職員が対応する」という個人商店側にとってのメ

リットを示し、多数の協力者を得た事例があります。 

 

（４） 行政の関与 

介護サービス事業者からの働きかけだけでは、企業・商店街などの民間事業者と接点を持

つことが難しいことがあります。したがって、事業の立ち上げの段階で、区市町村や地域包

括支援センターなど行政による調整が必要となります。 

また、認知症支援拠点モデル事業においては、介護サービス事業者と区市町村の連携が必

要不可欠でしたが、地域包括支援センターの役割は明確になっていませんでした。 

しかし、実際には、地域包括支援センターが事業の実施に連携することにより、地域活動

の参加者・ボランティアが多く集まるなど、多くの効果がありました。今後地域において、

介護サービス事業者が活躍し、地域のネットワークの輪を広げるには地域包括支援センター

を地域活動の仕組みの中に位置づけることが重要です。 

さらに、行政には、地域コーディネーターの配置に係る経費など、介護保険サービスとは

別に行われる取組に要する経費について、継続的に支援することが必要です。 

 

（５） 今後の展望―地域力・チーム力を生かした大都市・東京型の力強い地域づくりをー 

これまで述べてきたとおり、介護サービス事業者が中心となって地域づくりを進める場合、

「地域コーディネーター」が核となり、行政の適切な関与のもと、事業に取り組む必要があ

ります。（図２） 

グループホームきずなでは、地域の団体・企業への出前講座開催の打診などを通して、

地域への働きかけを行いましたが、「うちは間に合っています」と門前払いを受けるなど、

当初は思わしい反応が得られず苦慮しました。 

そこで、併設する在宅介護支援センター（現在は地域包括支援センターに転換）の協力

を得て、在宅介護支援センターとの関連性を明示しながら働きかけたところ、区市町村が

関与しているという安心感が高まり、地域の協力を引き出すことに成功しました。 

実 践 メ モ
● 在宅介護支援センターと連携し、地域の巻き

込みに成功 
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地域内の住民

ボランティア
学生・児童

認知症の人と家族 等

社会福祉協議会

民生委員

住民組織・民間事業者
商店街・町会

企業・NPO法人 等

他の介護サービス
事業所

ケアマネジャー

医療職・医療機関

医師
看護師

歯科衛生士 等

地域包括支援センター

地域住民・組織 専門職

地域コーディネーター
※事業所内に配置

協働
・

連携

質の向上
助言・連携

経済的支援・関係機関との調整支援 等

地元区市町村

ニーズの把握
啓発・働きかけ

理解・参加

介護サービス事業者

地域内の住民

ボランティア
学生・児童

認知症の人と家族 等

社会福祉協議会

民生委員

住民組織・民間事業者
商店街・町会

企業・NPO法人 等

他の介護サービス
事業所

ケアマネジャー

医療職・医療機関

医師
看護師

歯科衛生士 等

地域包括支援センター

地域住民・組織 専門職

地域コーディネーター
※事業所内に配置

地域コーディネーター
※事業所内に配置

協働
・

連携

質の向上
助言・連携

経済的支援・関係機関との調整支援 等

地元区市町村

ニーズの把握
啓発・働きかけ

理解・参加

介護サービス事業者

＜図２ 地域活動を行う介護サービス事業者を中心としたネットワーク（イメージ図）＞ 

 

 

地域住民・組織に対しては、認知症の人への支援を行う際のニーズ・課題の把握や認知症

の啓発・事業メリットの提示など、定期的・継続的な働きかけを行いながら、取組への理解・

参加を具体的に求めていく必要があります。 

また、地域の専門職は、地域づくりについて専門的見地から互いに助言したり、連携して

事業を遂行することが求められます。特に、ケアマネジャーに関しては、現に認知症の人へ

の支援を担当しており、実態を詳細に理解している専門職として、仕組みの中に位置付ける

か、又は協力を呼びかける必要があると考えます。さらに、この地域づくりを通じて得た成

果を、日頃のケアや提供するサービスに反映し、質の向上を図る視点も必要です。 

そして、こうした仕組みが地域で継続されるためには、行政には、地域づくりに必要な経

費の負担や関係機関との調整をはじめとした継続的な関与と、地域包括支援センターによる

協働が求められます。 

このようにして様々な地域の構成員の特徴を生かした連携が取られれば、地域活動はもっ

と活発になり、強いネットワークが構築され、認知症の人の早期発見・早期支援の実現や地

域生活の様々な場面における困難の解消が期待できます。 

地域の構成員がそれぞれの強みを持ち寄り、地域力・チーム力を発揮した大都市・東京型

の地域づくりを、都全体に広げ、構築する時期が来たと考えます。 
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平成１９年度から平成２０年度までの２か年にわたって実施した「認知症支援拠点モデル事

業」（P14～１５）において、5 事業者が行った地域活動に要した人員・経費の一覧です。 

【 凡 例 】 

■グループホームかたらい

あんしん生活マップ サロン日ようび 家族会
中学生のための
認知症勉強会

認知症勉強会と
サポーター養成講座

計

地域コーディネーター 随時 随時 随時 随時 随時

コーディネーター補助 12日 330時間 なし 6日 なし

専門職 なし 344時間 18回 なし 4回

事業所職員 なし なし なし 随時 なし

ボランティア 随時 随時 なし なし なし

賃金 ¥48,000 ¥329,800 ¥0 ¥36,000 ¥0 ¥413,800

旅費 ¥0 ¥9,000 ¥0 ¥0 ¥0 ¥9,000

報償費 ¥0 ¥619,160 ¥473,000 ¥0 ¥120,000 ¥1,212,160

需用費 ¥28,500 ¥97,400 ¥16,020 ¥2,568 ¥25,000 ¥169,488

役務費 ¥32,000 ¥0 ¥0 ¥0 ¥0 ¥32,000

委託料 ¥708,750 ¥46,200 ¥0 ¥0 ¥0 ¥754,950

使用料及び賃借料 ¥1,700 ¥0 ¥12,000 ¥0 ¥0 ¥13,700

計 ¥818,950 ¥1,101,560 ¥501,020 ¥38,568 ¥145,000 ¥2,605,098

補助金 － － － － － ¥2,383,000

利用者負担 － － － － － ¥0

自己財源 － － － － － ¥222,098

経
費

支
出

収
入

概要

所
要
人
員

経費の
主な用途   

（１）取組を実施した事業所名 

（２）事業者がモデル事業で実施した取組の名称 

（３）取組内容の概要 

 

 

 

（４）取組に要した人員数の目安 

 数値は延べ、単位は従事内容等により異なる 

 個々に計上しがたい場合､｢随時｣と記載 

①地域コーディネーター：事業所内に配置された地域コーディネーター(Ｐ６２)の従事状況 

②コーディネーター補助：地域コーディネーターを補佐する人員の従事状況 

③専門職：外部の専門職（医師・看護師等）の従事状況 

④事業所職員：事業所内職員（管理職等も含む）の従事状況 

⑤ボランティア：地域のボランティア等の従事状況 

（５）取組に要した経費の目安 

 都に提出されたモデル事業の実績報告をもとに作成 

 各事業者に対する補助金は２００万円／年が上限 

（１） 
（２） 

（３） 

（４） 

（５） 

５事業者の取組の詳細については、都のホームページ「とうきょう認知症ナビ」で紹介しています。 

「事業者向けメニュー」又は「東京都の取組」から「支援拠点モデル事業報告」を御覧ください。 

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/zaishien/ninchishou_navi/ 
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認知症対策推進事業実施要綱 
 

１９福保高在第１０７号 
                         平成１９年６月１４日 

 
 

第１ 目的 
この事業は、認知症に関する都民への普及啓発を行うとともに、認知症の人とその家族に対す

る具体的な支援のあり方について検討することにより、認知症になっても地域で安心して暮らせ

るまちづくりを推進することを目的とする。 
 
第２ 実施主体 
この事業の実施主体は、東京都（以下「都」という。）とする。 
なお、第５に規定する事業については、その運営を団体等に委託し、又は団体等に助成して実

施することができる。 
 
第３ 事業内容 
  この事業の内容は、次に掲げるものとする。 
ア 東京都認知症対策推進会議の設置 
イ 認知症に関する普及啓発 

 
第４ 東京都認知症対策推進会議の設置 
１ 目的 

認知症の人やその家族に対する支援体制の構築に向けた方策について検討するため、東

京都認知症対策推進会議（以下「推進会議」という。）を設置する。 
 
２ 協議事項 
   推進会議は、認知症支援に関し、次の事項について協議する。 

ア 認知症支援体制の推進に関する事項 
イ 都と区市町村、介護・医療関係者、団体・企業及び都民等の役割分担や連携に関する

事項 
ウ 認知症実態調査に関する事項 
エ 都民や関係者に向けた啓発に関する事項 
オ その他必要な事項 

 
３ 構成 
   推進会議は、学識経験者、介護・医療関係者、行政関係者、都民等のうちから、福祉保

健局長が委嘱する２０名以内の委員で構成する。 
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４ 委員の任期 
（１）委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 
（２）委員に欠員が生じた場合、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
 
５ 議長及び副議長 
（１）推進会議に議長を置き、委員の互選によりこれを定める。 
（２）議長は、推進会議の会務を総括し、推進会議を代表する。 
（３）副議長は、議長が指名する者をもって充てる。 
（４）議長に事故があるときは、副議長がその職務を代行する。 

 
６ 招集等 
（１）推進会議は、議長が招集する。 
（２）議長は、３に定める者のほか、必要と認める者の出席を求めることができる。 

 
 ７ 専門部会 
（１）推進会議は、必要に応じ、専門部会（以下「部会」という。）を置くことができる。 
（２）部会は、推進会議が定める事項について調査・検討する。 
（３）部会は、議長が指名する委員をもって構成し、福祉保健局長が委嘱する。 
（４）部会に、専門委員を置くことができる。 
（５）専門委員は、議長が指名する者をもって充て、福祉保健局長が委嘱する。 
（６）専門委員の任期は、２年とする、ただし、再任を妨げないものとする。 

なお、専門委員に欠員が生じた場合、補欠の専門委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 
 
８ 部会長 
（１）部会に部会長を置き、委員及び専門委員の互選によりこれを定める。 
（２）部会長は、専門部会の会務を総括し、専門部会を代表する。 
（３）部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長が指定する者がその職務を代理する。 

 
 ９ 部会の招集等 
 （１）部会は、部会長が招集する。 
 （２）部会長は、必要があると認めるときは、関係者に部会への出席を求め、その意見を聞

くことができる。 
 

10 幹事 
（１）推進会議及び部会（以下「会議」という。）における協議・検討の充実及び効率化を図

るため、委員及び専門委員の他に幹事を設置する。 
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（２）幹事は、福祉保健局長が任命する。 
（３）幹事は、会議に出席し、調査・検討に必要な情報を提供するとともに、会議で検討さ

れた事項に関する取組及び普及に努めるものとする。 
 

11 会議及び会議に係る資料の取扱い 
会議及び会議に係る資料は、公開とする。ただし、議長、副議長又は部会長の発議によ

り、出席委員及び出席専門委員の過半数で議決したときは、会議又は会議に係る資料を非

公開とすることができる。 
 
 12 委員等への謝礼の支払い 
（１）３、７（３）及び（５）に掲げる委員並びに専門委員の会議への出席に対して謝礼を

支払うこととする。 
なお、謝礼の支払は、その月分を一括して翌月に支払うこととする。 

 （２）６（２）及び９（２）に掲げる者の会議への出席に対しては、委員及び専門委員に準

じて謝礼を支払うこととする。 
    なお、謝礼の支払は、その都度支払うこととする。 
 

13 事務局 
会議の円滑な運営を図るため、福祉保健局高齢社会対策部在宅支援課に事務局を置き、

会議の庶務は事務局において処理する。 
 
   14 その他 
     この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関して必要な事項は、議長が別に定め

る。 
 
第５ 認知症に関する普及啓発 
１ 目的及び内容 

   広く都民の認知症に対する理解を図り、普及啓発を促進することを目的として、シンポ

ジウム等を開催する。 
 
 
 

    附 則（平成１９年６月１４日１９福保高在第１０７号） 
   １ この要綱は、平成１９年６月１４日から適用する。 
   ２ 認知症理解普及促進事業実施要綱（平成１８年６月１２日付１８福保高在第１６１号）

は廃止する。 
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東京都認知症対策推進会議 仕組み部会 

各回議事一覧 

 

開催日時 議題 

第 1 回 平成 19 年 8 月 8 日 ○「認知症高齢者を地域で支える東京会議」について 

○認知症対策の総合的な推進に向けて 

○認知症実態調査の概要について 

○「認知症地域資源ネットワークモデル事業」について 

○「認知症支援拠点モデル事業」について 

○今後の検討の進め方について 

第 2 回 平成 19 年 10 月 2 日 ○認知症地域資源ネットワークモデル事業の取組状況について 

・事業実施に当たっての推進体制について（練馬区・多摩市） 

○認知症支援拠点モデル事業の取組状況について 

・モデル事業者からの取組状況報告（地域ケアサポート館福わ家・グル

ープホームなごみ方南）及びその他３事業者の取組状況概要 

第 3 回 平成 19 年 12 月 7 日 ○認知症地域資源ネットワークモデル事業の取組状況について 

・認知症コーディネート委員会における検討状況（練馬区・多摩市） 

○認知症支援拠点モデル事業の取組状況について 

・モデル事業者からの取組状況報告（至誠キートスホーム・グループホ

ームきずな）及びその他３事業者の取組状況概要 

第 4 回 平成 20 年 2 月 6 日 ○認知症地域資源ネットワークモデル事業の取組状況について 

・１９年度の取組総括（練馬区・多摩市） 

○認知症支援拠点モデル事業の取組状況について 

・モデル事業者からの取組状況報告（グループホームかたらい） 

・モデル事業者と地域の関係者との連携状況 

・モデル事業における個人情報の取扱い 

○平成２０年度の仕組み部会の進め方について 

第 5 回 平成 20 年 6 月 30 日 ○認知症地域資源ネットワークモデル事業の取組状況について 

・地域資源マップ作成の進行状況について（練馬区・多摩市） 

・平成２０年度のスケジュール 

○認知症支援拠点モデル事業の取組状況について 

・５事業者の取組状況概要 

第 6 回 平成 20 年 11 月 18 日 ○認知症地域資源ネットワークモデル事業の取組状況について 

・地域資源マップ作成の進行状況について（練馬区） 
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・徘徊ＳＯＳネットワーク模擬訓練について（多摩市） 

○認知症支援拠点モデル事業の取組状況について 

・5 事業者の取組状況概要 

・モデル事業における個人情報の取扱いについて 

○認知症対策サイトの構築について 

第 7 回 平成 21 年 2 月 27 日 ○認知症地域資源ネットワークモデル事業の取組状況について 

・徘徊 SOS ネットワーク模擬訓練について（練馬区） 

・家族会の現状及び支援について（練馬区・多摩市） 

○認知症支援拠点モデル事業の取組状況について 

・５事業者の取組状況概要 

（拡大仕組み部会「地域でできる！

認知症の人を支えるまちづくり」） 

 （平成21年5月29日） 

認知症地域資源ネットワークモデル事業及び認知症支援拠点モデル

事業の成果報告をシンポジウム形式で実施。 

○実践報告会 

  ・認知症地域資源ネットワークモデル区市からの報告 

  ・認知症支援拠点モデル事業者からの報告 

○パネルディスカッション 

第 8 回 平成 21 年 7 月 23 日 ○在宅高齢者実態調査（専門調査）の結果について 

○「地域でできる！認知症の人を支えるまちづくり」結果報告 

○「とうきょう認知症ナビ」について 

○今後の検討課題について 

  ・未検討の課題、継続して議論を要する課題について 

  ・成果物の形態及び内容について 

第 9 回 平成 21 年 10 月 23 日 ○仕組み部会の成果物について 

  ・成果物の構成について 

  ・記述する内容について 

第 10 回 平成 22 年 1 月 20 日 ○仕組み部会の成果物について 

  ・成果物の構成について 

  ・記述する内容について 

第 11 回 平成 22 年 3 月 5 日 ○仕組み部会の成果物について 

  ・記述する内容について 
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◎部会長

区分 氏名 所属・役職名

　下垣　光 日本社会事業大学社会福祉学部准教授

　永田　久美子 認知症介護研究・研修東京センター主任研究主幹（平成１９～２０年度）
認知症介護研究・研修東京センター研究部副部長（平成２１年度）

◎林　大樹 一橋大学大学院社会学研究科教授

　元橋　一郎 弁護士
（神田お玉ヶ池法律事務所）

介
護

事
業者 　岡島　潤子 特定非営利活動法人東京都介護支援専門員研究協議会副理事長

（株式会社やさしい手 在宅サービス事業本部居宅介護支援事業部 部長）

家
族

代
表 　牧野　史子 特定非営利活動法人介護者サポートネットワークセンターアラジン理事長

　井上　悟 中部総合精神保健福祉センター保健福祉部広報援助課長（平成１９～２０年度）
中部総合精神保健福祉センター保健福祉部長（広報援助課長事務取扱）（平成２１年度）

　尾﨑　孝 中野区保健福祉部健康・高齢担当参事（平成１９年度）

　酒井　威 葛飾区福祉部高齢者支援課長（平成２０年度）
葛飾区福祉部福祉管理課長（平成２１年度）

　横道　淳子 府中市福祉保健部高齢者支援課府中市地域包括支援センター包括マネジメント担当主
査

※各区分において５０音順

所属・役職名

認知症地域資源ネットワークモデル事業モデル地域代表（平成１９～２０年度）
（練馬区福祉部参事（在宅支援課長事務取扱））

認知症地域資源ネットワークモデル事業モデル地域代表（平成１９年度）
（多摩市健康福祉部高齢福祉課長）

認知症地域資源ネットワークモデル事業モデル地域代表（平成２０年度）
（多摩市健康福祉部高齢支援課長）

認知症支援拠点モデル事業補助事業者連絡会代表（平成１９～２０年度）
（有限会社心のひろば代表取締役）

認知症地域資源ネットワークモデル事業委託事業者（平成１９年度）
（株式会社タイム・エージェント客員研究員）

認知症地域資源ネットワークモデル事業（練馬地区）委託事業者（平成２０年度）
（株式会社ピー・シー・イー東京本社技術部長）

認知症地域資源ネットワークモデル事業（多摩地区）委託事業者（平成２０年度）
（株式会社都市設計工房代表取締役）

所属

警視庁生活安全総務課生活安全対策管理官（平成１９～２０年度）

警視庁生活安全総務課生活安全対策管理官（平成２１年度）

福祉保健局高齢社会対策部在宅支援課長（平成１９年度）

福祉保健局高齢社会対策部在宅支援課長（平成２０年度）

福祉保健局高齢社会対策部在宅支援課長（平成２１年度）

紙崎　修

松山　祐一

《 委 員 》

《オブザーバー》

《 幹 事 》

諏訪　彰弘

中島　政彦

村田　由佳

坂本　博文

森　一

氏名

丸山　茂生

石坂　修

二宮　勇

井上　信太郎

成瀬　惠宏

東京都認知症対策推進会議 仕組み部会 委員・オブザーバー・幹事名簿

行
政
関
係
者

学
識
経
験
者

氏名
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執筆担当者 
 

下垣 光 

日本社会事業大学社会福祉学部准教授（第 2部第１章） 
 

元橋 一郎 

弁護士・神田お玉ヶ池法律事務所（第２部第２章） 
 

永田 久美子 
認知症介護研究・研修東京センター研究部副部長（第２部第３章） 
 

横道 淳子 
府中市福祉保健部高齢者支援課 
府中市地域包括支援センター包括マネジメント担当主査（第２部第４章） 

 

酒井 威 
葛飾区福祉部福祉管理課長（第２部第５章） 
 

牧野 史子 
特定非営利活動法人介護者サポートネットワークセンターアラジン理事長（第２部第６章） 
 

岡島 潤子 
特定非営利活動法人東京都介護支援専門員研究協議会副理事長（第２部第７章） 
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